
令和４年１月５日

津　市　公　報 第　 ３８５ 　号

津市告示

都市公園の公募設置等計画の認定

市道路線の認定

市道路線の区域決定

市道路線の区域変更

市道路線の供用開始

公示送達

津市訓令

津市事務専決規程の一部を改正する訓令

津市会計年度任用職員の任用、勤務条件及び身分取扱いに関する規程の一部を改正する訓令

津市事務分掌規則の一部を改正する規則

津市会計規則の一部を改正する規則

津市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則

津市農林事業分担金等徴収条例施行規則の一部を改正する規則

津市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部を改正する規則

津市規則

津市危険物規制規則の一部を改正する規則

津市過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の適用に伴う固定資産税の特例に関する条例施行規則

津市公正公平な市政の確保に関する条例施行規則

津市条例
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津市公告

犬の抑留

開発行為に係る工事の完了

条件付一般競争入札の執行

建設工事等の事後審査型条件付一般競争入札の執行

認可地縁団体の所有不動産の登記移転等

障害者総合支援法に基づく指定特定相談支援事業者及び児童福祉法に基づく指定障害児相談支援事業者の事業廃止

議決を経た予算等の公表

介護保険法に基づく地域密着型サービス事業所の廃止
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津市公正公平な市政の確保に関する条例をここに公布する。 

  令和３年１２月２２日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

津市条例第２９号 

   津市公正公平な市政の確保に関する条例 

 （目的） 

第１条 この条例は、透明性の高い公正公平な市政を確保するために必要な事

項を定めることにより、本市の健全な発展に資することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

   職員 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）

第３条第２項に規定する一般職に属する職員をいう。 

   職員等 次に掲げる者をいう。 

  ア 職員及び法第３条第３項第３号に規定する非常勤職員 

  イ 本市が事務事業を委託し、又は請け負わせた事業者の役員及びその業

務に従事している者 

  ウ 指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２

第３項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）の役員及びその管理

する公の施設の管理業務に従事している者 

   各種団体 次に掲げる団体をいう。 

  ア 自治会、ボランティア団体、民間非営利団体その他の地域で活動する

団体 

  イ アに掲げる団体のほか、要望等を行う団体 

  要望等 職員以外の者が職員に対して行う当該職員の職務に関する要望、

請求、要請その他名称のいかんを問わず職員の作為又は不作為を求める一

切の行為をいう。 

   不当要求行為 要望等のうち、次に掲げるものをいう。 
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  ア 暴力、脅迫又はこれらに類する行為 

  イ 正当な理由なく職員を長時間拘束する行為 

  ウ 正当な理由なく職員に面会を強要する行為  

  エ 粗野又は乱暴な言動により職員に不安又は嫌悪の情を抱かせる行為 

  オ 正当な権利行使を装う行為、団体の威力を示す行為その他の社会常識

を逸脱した行為 

  カ 正当でない手続を職員に求める行為 

  キ アからカまでに掲げるもののほか、庁舎等の保全若しくは庁舎等にお

ける秩序の維持又は職員の公正な職務の遂行に支障を生じさせる行為 

  公益通報 職員等が市政の適法かつ公正な運営を期するために、本市の

事務事業（本市が委託し、又は請け負わせた業務及び指定管理者が管理す

る公の施設の管理業務を含む。）に関する違法又は不当な行為に関して通

報することをいう。 

   公益通報者 公益通報を行った職員等をいう。 

 （本市の責務） 

第３条 本市は、不当要求行為を始めとする有形無形の圧力に対して、毅
き

然と

した対応をするための組織体制を整備し、市民全体の利益のために、透明性

の高い市政を確保するものとする。 

（職員の責務） 

第４条 職員（市長、副市長、教育長及び上下水道事業管理者を含む。以下こ

の条において同じ。）は、全体の奉仕者として全ての市民と平等に接し、高

い使命感及び倫理観を持ち、市民全体の利益を考えて、公正公平な職務を遂

行するものとする。 

２ 職員は、コンプライアンス意識を確立し、及び保持し、社会規範及び法令

等を遵守するものとする。 

３ 前２項に規定するもののほか、職員の責務に関し必要な事項は、規則で定

める。 

 （市民の理解及び協力） 

第５条 市民は、第３条に定める本市の責務（以下「本市の責務」という。）

について理解し、本市の公正公平な市政の遂行に協力するよう努めるものと

する。 

 （各種団体の理解及び協力） 

第６条 各種団体は、本市の責務について理解し、本市の公正公平な市政の遂
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行に協力するよう努めるものとする。 

 （要望等への対応） 

第７条 職員は、要望等を受けたときは、要望等の重要性を十分に理解し、誠

実にその内容を受け止め、他の者の権利及び利益を害さないよう十分に留意

し、正当な理由なく、特定の者に対して便宜を図ることのないよう慎重かつ

適切に対応しなければならない。 

２ 職員は、要望等を受けたときは、市政の透明性を確保するため、その要望

等の内容を記録しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定により記録された要望等のうち、公正公平な市政に重

大な影響を与えるおそれのあるものについては、その概要を公表するものと

する。 

４ 前２項に規定するもののほか、要望等の記録等に関し必要な事項は、規則

で定める。 

 （不当要求行為） 

第８条 何人も、職員に対し、不当要求行為を行ってはならない。 

２ 職員は、不当要求行為があったときは、組織的に毅
き

然とした態度で対応し、

これを拒否しなければならない。 

３ 市長は、必要に応じて不当要求行為の行為者に対し、警告を行うものとす

る。 

４ 市長は、前項の警告を行ってもなお不当要求行為が引き続き行われる場合

は、不当要求行為の行為者の氏名（法人にあっては、その名称、代表者の氏

名及び主たる事業所の所在地）及び当該不当要求行為の概要を公表すること

ができる。 

５ 前３項に規定するもののほか、不当要求行為への対応に関し必要な事項は、

規則で定める。 

（公益通報） 

第９条 職員等は、公益通報をすることができる。 

２ 何人も、公益通報者に対して公益通報を行ったことを理由として、いかな

る不利益な取扱いもしてはならない。 

３ 前２項に規定するもののほか、公益通報に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

 （組織体制の保持） 

第１０条 本市は、市政の透明性と組織の自浄機能を維持し、公正公平な市政
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を遂行する統制のとれた組織体制を保持するものとする。 

 （運用状況の公表） 

第１１条 市長は、この条例を適切かつ持続的に運用するとともに、毎年度１

回、この条例の運用状況を公表するものとする。 

 （委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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津市過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の適用に伴う固定資産

税の特例に関する条例をここに公布する。 

  令和３年１２月２２日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

津市条例第３０号 

   津市過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の適用に伴う固定

資産税の特例に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、本市における過疎地域の持続的発展の支援に関する特別

措置法（令和３年法律第１９号。以下「法」という。）附則第７条第１項の

規定により法附則第５条に規定する特定市町村の区域とみなされる区域の持

続的発展を図るため、当該区域に係る法第８条第１項に規定する市町村計画

に記載された同条第４項第１号に規定する産業振興促進区域（以下「産業振

興促進区域」という。）における固定資産税について、地方税法（昭和２５

年法律第２２６号）第６条第１項の規定に基づき、津市市税条例（平成１８

年津市条例第７１号）の特例を定めるものとする。 

（固定資産税の課税免除） 

第２条 市長は、法第２条第２項の規定による公示の日（以下「公示日」とい

う。）から令和６年３月３１日までの間に、産業振興促進区域において租税

特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第１２条第３項の表の第１号又は第 

４５条第２項の表の第１号の規定の適用を受ける製造業、情報サービス業等、

農林水産物等販売業（法第２３条に規定する農林水産物等販売業をいう。以

下同じ。）又は旅館業（下宿営業を除く。以下同じ。）の用に供する設備で

あって、取得価額の合計額が次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号

に定める額以上のもの（以下「対象設備」という。）の取得等（同条に規定

する取得等（租税特別措置法施行令（昭和３２年政令第４３号）第２８条の 

９第１０項に規定する資本金の額等（第１号において「資本金の額等」とい
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う。）が５，０００万円を超える法人が行うものにあっては、新設又は増設

に限る。）をいう。以下同じ。）をした者に対し、対象設備である家屋及び

償却資産並びに当該家屋の敷地である土地（公示日以後において取得したも

のに限り、かつ、土地については、その取得の日の翌日から起算して１年以

内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手があった場合における当該

土地に限る。）に対する固定資産税の課税を免除するものとする。 

   製造業又は旅館業 ５００万円（資本金の額等が５，０００万円を超え

１億円以下である法人にあっては１，０００万円とし、資本金の額等が１

億円を超える法人にあっては２，０００万円とする。） 

   情報サービス業等又は農林水産物等販売業 ５００万円 

２ 前項の規定による課税免除の期間は、固定資産税を課すべき最初の年度以

後３年度とする。 

 （課税免除の申請等） 

第３条 前条第１項の規定により固定資産税の課税免除を受けようとする者  

（以下「申請者」という。）は、課税免除を受けようとする年度の初日の属

する年の１月３１日までに規則で定める申請書等を市長に提出しなければな

らない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査の上、課

税免除の可否を決定するものとする。 

３ 市長は、前項の規定による課税免除の決定をしたときは、その旨を申請者

に通知するものとする。 

（課税免除の取消し） 

第４条 市長は、課税免除を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、

当該課税免除を取り消すことができる。 

  偽りその他不正の手段により課税免除を受けたとき。 

  この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

（委任） 

第５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （過疎対策に伴う固定資産税の特例に関する条例の廃止） 
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２ 過疎対策に伴う固定資産税の特例に関する条例（平成２年美杉村条例第２

５号。以下「旧条例」という。）は、廃止する。 

 （旧条例の廃止に伴う経過措置） 

３ 令和３年３月３１日までに旧条例第２条に規定する設備を新設し、又は増

設した者に係る固定資産税の課税免除については、なお従前の例による。 

 （この条例の失効） 

４ この条例は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日ま

でに対象設備の取得等をした者に対する固定資産税の課税免除については、

同日後も、なおその効力を有する。 
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 津市犯罪被害者等支援条例をここに公布する。 

  令和３年１２月２２日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

津市条例第３１号  

   津市犯罪被害者等支援条例 

（目的） 

第１条 この条例は、犯罪被害者等に対する支援（以下「犯罪被害者等支援」

という。）に関し、基本理念を定め、並びに本市、市民及び事業者の責務を

明らかにするとともに、犯罪被害者等支援の施策の基本となる事項を定める

ことにより、犯罪被害者等の権利及び利益を守り、並びに犯罪被害者等が受

けた被害の早期の回復及び軽減に向けた取組の推進並びに犯罪被害者等を支

える社会の形成を図り、もって市民が安全で安心して暮らすことができる社

会の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

  犯罪被害者等 犯罪等により害を被った者及びその家族又は遺族をいう。 

  犯罪等 犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行為をいう。 

  市民 本市の区域内に居住し、又は通勤し、若しくは通学する者をいう。 

  事業者 本市の区域内において事業活動を行う個人及び法人その他の団

体をいう。 

  二次被害 犯罪等による直接的な被害を受けた後に、周囲の偏見や心無

い言動、プライバシーの侵害、インターネットを通じて行われる誹謗
ひ ぼ う

中傷、

報道機関等による過剰な取材等により、犯罪被害者等が受ける精神的な苦

痛、身体の不調、経済的損失等の被害をいう。 

  再被害 犯罪被害者等が当該犯罪等の加害者から再び危害を加えられる

ことをいう。 

  関係機関等 国、三重県その他の地方公共団体、民間支援団体その他犯
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罪被害者等支援に関係するものをいう。 

  民間支援団体 犯罪被害者等支援を行う民間の団体をいう。 

（基本理念） 

第３条 犯罪被害者等支援は、犯罪被害者等が個人としての尊厳を重んぜられ

るとともに、その尊厳にふさわしい処遇を保障される権利が尊重されるよう、

被害からの回復を最優先とし、犯罪被害者等の立場に立ち、その思いを理解

し、犯罪被害者等の主体性を尊重しながら、犯罪被害者等に真に寄り添う気

持ちを持って、適切に推進されなければならない。 

２ 犯罪被害者等支援は、犯罪被害者等が受けた被害、二次被害及び再被害の

状況及び原因並びに犯罪被害者等が置かれている状況に応じて、日常生活を

取り戻すために必要な支援が適切に途切れることなく推進されなければなら

ない。 

３ 犯罪被害者等支援は、犯罪被害者等が日常生活を取り戻した後においても、

二次被害及び再被害の発生を防止し、安全で安心して暮らすことができるよ

う、必要な支援が適切かつ継続的に推進されなければならない。 

４ 犯罪被害者等支援は、本市、市民、事業者及び関係機関等が相互に連携し、

協力して推進されなければならない。 

（本市の責務） 

第４条 本市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっ

とり、犯罪被害者等支援のための施策を総合的に推進しなければならない。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等の置かれている状況、犯

罪被害者等支援の必要性及び犯罪被害者等を地域社会で支え合うことの重要

性について理解を深め、二次被害を生じさせることのないよう十分配慮する

とともに、本市及び関係機関等が実施する犯罪被害者等支援のための施策に

協力するよう努めるものとする。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等の置かれている状況、

犯罪被害者等支援の必要性及び犯罪被害者等を地域社会で支え合うことの重

要性について理解を深め、その事業活動を行うに当たっては、二次被害を生

じさせることのないよう十分配慮するとともに、本市及び関係機関等が実施

する犯罪被害者等支援のための施策に協力するよう努めるものとする。 

２ 事業者は、その雇用する犯罪被害者等の就労及び勤務について十分配慮す
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るよう努めるものとする。 

（相談及び情報の提供等） 

第７条 本市は、犯罪被害者等が早期に日常生活及び社会生活を円滑に営むこ

とができるようにするため、犯罪被害者等が直面している問題について相談

に応じ、必要な情報を提供し、及び助言するとともに、関係機関等との連絡

調整を図るものとする。 

２ 本市は、前項の規定による相談及び情報の提供等を総合的に行うための窓

口を設置するものとする。 

（経済的負担の軽減） 

第８条 本市は、犯罪被害者等が犯罪等により受けた被害による経済的な負担

の軽減を図り、犯罪被害者等の日常生活の回復に資するため、必要な支援を

行うものとする。 

（日常生活の支援） 

第９条 本市は、犯罪被害者等が早期に日常生活を円滑に営むことができるよ

うにするため、家事等の援助を行う者の派遣、育児等に要する費用の補助そ

の他の日常生活を営むために必要な支援を行うものとする。 

（居住の安定） 

第１０条 本市は、犯罪等の被害により、以前の住居に居住することが困難と

なった犯罪被害者等の居住の安定を図るため、転居に要する費用及び家賃の

補助その他の居住の安定を図るために必要な支援を行うものとする。  

（精神的被害からの回復） 

第１１条 本市は、犯罪被害者等が犯罪等により受けた精神的被害から早期に

回復することができるようにするため、関係機関等と連携し、必要な支援を

行うものとする。 

（安全の確保） 

第１２条 本市は、犯罪被害者等が二次被害及び再被害を受けることを防止し、

その安全を確保するため、関係機関等と連携し、犯罪被害者等に係る個人情

報の適切な取扱いの確保その他の必要な支援を行うものとする。 

（雇用の安定） 

第１３条 本市は、犯罪被害者等の雇用の安定を図るため、関係機関等と連携

し、犯罪被害者等が置かれている状況についての事業者の理解を深めるとと

もに、犯罪被害者等の事情に配慮した職場環境の整備等が促進されるよう必

要な支援を行うものとする。 
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（学校における教育の促進） 

第１４条 本市は、本市の区域内に所在する小学校、中学校及び義務教育学校

と連携し、児童及び生徒に対して生命及び犯罪被害者等の人権を尊重するた

めの教育活動を実施するものとする。 

（民間支援団体に対する支援） 

第１５条 本市は、民間支援団体に対し、その活動の促進を図るため、情報の

提供、助言その他必要な支援を実施するものとする。 

（広報及び啓発） 

第１６条 本市は、犯罪被害者等が置かれている状況、犯罪被害者等の名誉及

び生活の平穏への配慮の重要性並びに二次被害の発生の防止について、市民

及び事業者の理解を深めるための広報及び啓発を行うものとする。 

（人材の育成） 

第１７条 本市は、犯罪被害者等支援の充実を図るため、犯罪被害者等支援の

ための研修を実施するとともに、犯罪被害者等支援を担う人材の資質向上の

ために必要な措置を講ずるものとする。 

（個人情報の適切な管理） 

第１８条 本市は、個人情報の重要性を認識し、犯罪被害者等の個人情報を適

切に管理するものとする。 

 （支援を行わないことができる場合） 

第１９条 本市は、犯罪被害者等が犯罪等を容認した場合又は集団的若しくは

常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織に属していた場合その他犯

罪被害者等支援を行うことが社会通念上適切でないと認められる場合は、犯

罪被害者等支援を行わないことができる。 

（委任） 

第２０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 



 

 

 

    

 津市過疎地域振興事業基金条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年１２月２２日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

津市条例第３２号 

   津市過疎地域振興事業基金条例の一部を改正する条例 

津市過疎地域振興事業基金条例（平成２２年津市条例第４４号）の一部を次

のように改正する。 

題名を次のように改める。 

津市美杉地域振興事業基金条例 

第１条を次のように改める。 

 （設置） 

第１条 美杉地域における地域振興に係る事業（以下「事業」という。）の実

施に必要な財源を確保するため、津市美杉地域振興事業基金（以下「基金」

という。）を設置する。 

   附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 改正前の津市過疎地域振興事業基金条例の規定により積み立てられた基金

は、改正後の津市美杉地域振興事業基金条例の規定により積み立てられた基

金とみなす。 
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 津市手数料徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年１２月２２日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

津市条例第３３号 

津市手数料徴収条例の一部を改正する条例 

 津市手数料徴収条例（平成１８年津市条例第７３号）の一部を次のように改

正する。 

別表第１３長期優良住宅建築等計画の認定（分譲事業者が単独で作成する場

合を除く。）の項ア中「技術的審査に係る適合が認められていない場合におい

て、」を削り、「掲げる基準」の次に「（以下この表において「認定基準」と

いう。）」を加え、「品確法第６条第１項に規定する設計住宅性能評価書」を

「品確法第６条の２第３項に規定する確認書（以下この表において「確認書」

という。）及び認定基準に適合した同条第４項に規定する住宅性能評価書」に、

「設計住宅性能評価書」」を「住宅性能評価書」」に、「５０，６００円」を

「５０，９００円」に、「２３，８００円」を「２４，０００円」に、「１９， 

０００円」を「１９，２００円」に、「１５，０００円」を「１５，１００円」 

に、「１３，５００円」を「１３，６００円」に、「１０，７００円」を「１

０，８００円」に、「１０，２００円」を「１０，３００円」に改め、同項イ

中「技術的審査に係る適合が認められていない場合において、設計住宅性能評

価書」を「確認書又は住宅性能評価書」に、「１７，２００円」を「１３，５

００円」に、「１２，７００円」を「４，９００円」に、「１０，２００円」

を「４，１００円」に、「７，７００円」を「２，７００円」に、「６，６０

０円」を「２，２００円」に、「５，０００円」を「１，６００円」に、「４，

６００円」を「１，４００円」に、「４，２００円」を「１，２００円」に、

「３，８００円」を「１，０００円」に改め、同項ウを削り、同項エ中「技術

的審査に係る適合が認められていない場合」を「確認書の交付を受けたもので

ないとき。」に、「７５，９００円」を「７６，４００円」に、「３５，７０

０円」を「３６，０００円」に、「２８，６００円」を「２８，８００円」に、
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「２２，６００円」を「２２，７００円」に、「２０，２００円」を「２０，

４００円」に、「１７，４００円」を「１７，５００円」に、「１６，１００

円」を「１６，２００円」に、「１５，３００円」を「１５，４００円」に、

「１４，１００円」を「１４，２００円」に改め、同項エを同項ウとし、同項

オ中「技術的審査に係る適合が認められている場合」を「確認書の交付を受け

たものであるとき。」に、「１０，１００円」を「２０，３００円」に、「４，

０００円」を「７，４００円」に、「３，６００円」を「６，１００円」に、 

「２，０００円」を「４，１００円」に、「１，９００円」を「３，３００円」 

に、「１，６００円」を「２，５００円」に、「１，３００円」を「２，１０

０円」に、「１，１００円」を「１，８００円」に、「９００円」を「１，５ 

００円」に改め、同項オを同項エとし、同表長期優良住宅建築等計画の認定 

（分譲事業者が単独で作成する場合に限る。）の項ア中「技術的審査に係る適 

合が認められていない場合において、設計住宅性能評価書」を「確認書及び住 

宅性能評価書」に、「４３，８００円」を「４７，９００円」に、「２１，６ 

００円」を「２３，０００円」に、「１７，４００円」を「１８，４００円」 

に、「１３，７００円」を「１４，５００円」に、「１２，６００円」を「１ 

３，２００円」に、「１１，０００円」を「１１，４００円」に、「１０，２ 

００円」を「１０，５００円」に、「９，７００円」を「１０，１００円」に、 

「８，９００円」を「９，２００円」に改め、同項イ中「技術的審査に係る適 

合が認められていない場合において、設計住宅性能評価書」を「確認書又は住 

「          「 

宅性能評価書」に、          を          に、「８， 

               」          」 

５００円」を「３，３００円」に、「６，３００円」を「２，１００円」に、 

「５，７００円」を「１，８００円」に、「４，５００円」を「１，４００円」 

に、「４，１００円」を「１，２００円」に、「３，７００円」を「１，００

０円」に、「３，３００円」を「８００円」に改め、同項ウを削り、同項エ中

「技術的審査に係る適合が認められていない場合」を「確認書の交付を受けた

ものでないとき。」に、「６５，８００円」を「７１，９００円」に、「３２， 

４００円」を「３４，５００円」に、「２６，１００円」を「２７，６００円」 

に、「２０，６００円」を「２１，８００円」に、「１８，９００円」を「１

９，８００円」に、「１６，５００円」を「１７，１００円」に、「１５，３

００円」を「１５，８００円」に、「１４，６００円」を「１５，１００円」

１０，５００円

３，９００円

 

１０，５００円

１０，５００円
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に、「１３，４００円」を「１３，９００円」に改め、同項エを同項ウとし、

同項オ中「技術的審査に係る適合が認められている場合」を「確認書の交付を

受けたものであるとき。」に、「１０，１００円」を「１５，８００円」に、 

「４，０００円」を「５，９００円」に、「３，６００円」を「５，０００円」 

に、「２，０００円」を「３，２００円」に、「１，９００円」を「２，７０

０円」に、「１，６００円」を「２，１００円」に、「１，３００円」を「１，

８００円」に、「１，１００円」を「１，５００円」に、「９００円」を「１，

２００円」に改め、同項オを同項エとし、同表認定を受けた長期優良住宅建築

等計画変更の認定（分譲事業者が単独で作成する場合を除く。）の項中「認定

（」の次に「長期使用構造等（法第２条第４項に規定する長期使用構造等をい

う。以下この表において同じ。）の変更がある場合であって、」を加え、同項

ア中「技術的審査に係る適合が認められていない場合において、設計住宅性能

評価書」を「確認書及び住宅性能評価書」に、「２８，６００円」を「２６，

０００円」に、「１３，２００円」を「１２，１００円」に、「１０，７００

円」を「９，６００円」に、「８，２００円」を「７，６００円」に、「７，

４００円」を「６，８００円」に、「６，３００円」を「５，８００円」に、 

「５，８００円」を「５，４００円」に、「５，４００円」を「５，１００円」 

に、「５，０００円」を「４，７００円」に改め、同項イ中「技術的審査に係

る適合が認められていない場合において、設計住宅性能評価書」を「確認書又

は住宅性能評価書」に、「１２，０００円」を「７，３００円」に、「７，７ 

００円」を「２，５００円」に、「６，３００円」を「２，１００円」に、 

「４，５００円」を「１，３００円」に、「３，９００円」を「１，１００円」 

に、「３，０００円」を「８００円」に、「２，７００円」を「７００円」に、

「２，４００円」を「６００円」に、「２，２００円」を「５００円」に改め、

同項ウを削り、同項エ中「技術的審査に係る適合が認められていない場合」を

「確認書の交付を受けたものでないとき。」に、「４３，０００円」を「３８，

７００円」に、「１９，９００円」を「１８，１００円」に、「１６，１００

円」を「１４，４００円」に、「１２，３００円」を「１１，４００円」に、

「１１，１００円」を「１０，２００円」に、「９，５００円」を「８，７０

０円」に、「８，７００円」を「８，１００円」に、「８，２００円」を「７，

７００円」に、「７，５００円」を「７，１００円」に改め、同項エを同項ウ

とし、同項オ中「技術的審査に係る適合が認められている場合」を「確認書の 

交付を受けたものであるとき。」に、「１０，１００円」を「１０，７００円」 
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に、「４，０００円」を「３，８００円」に、「３，６００円」を「３，１０

０円」に、「１，９００円」を「１，６００円」に、「１，６００円」を「１，

２００円」に、「１，３００円」を「１，０００円」に、「１，１００円」を

「９００円」に、「９００円」を「７００円」に改め、同項オを同項エとし、

同表認定を受けた長期優良住宅建築等計画変更の認定（分譲事業者が単独で作

成する場合に限る。）の項中「認定（」の次に「長期使用構造等の変更がある

場合であって、」を加え、同項ア中「技術的審査に係る適合が認められていな

い場合において、設計住宅性能評価書」を「確認書及び住宅性能評価書」に、

「２５，３００円」を「２４，４００円」に、「１２，１００円」を「１１，

６００円」に、「９，９００円」を「９，２００円」に、「７，５００円」を

「７，３００円」に、「６，９００円」を「６，６００円」に、「６，０００

円」を「５，７００円」に、「５，５００円」を「５，２００円」に、「５，

２００円」を「５，０００円」に、「４，７００円」を「４，６００円」に改

め、同項イ中「技術的審査に係る適合が認められていない場合において、設計 

住宅性能評価書」を「確認書又は住宅性能評価書」に、「８，６００円」を 

「５，８００円」に、「６，６００円」を「２，０００円」に、「５，４００

円」を「１，７００円」に、「３，８００円」を「１，０００円」に、「３，

４００円」を「９００円」に、「２，８００円」を「７００円」に、「２，５

００円」を「６００円」に、「２，２００円」を「５００円」に、「１，９０

０円」を「４００円」に改め、同項ウを削り、同項エ中「技術的審査に係る適

合が認められていない場合」を「確認書の交付を受けたものでないとき。」に、

「３７，９００円」を「３６，４００円」に、「１８，２００円」を「１７，

３００円」に、「１４，８００円」を「１３，８００円」に、「１１，３００ 

円」を「１０，９００円」に、「１０，４００円」を「９，９００円」に、 

「９，１００円」を「８，５００円」に、「８，３００円」を「７，９００円」 

に、「７，９００円」を「７，５００円」に、「７，１００円」を「６，９０

０円」に改め、同項エを同項ウとし、同項オ中「技術的審査に係る適合が認め

られている場合」を「確認書の交付を受けたものであるとき。」に、「１０，

１００円」を「８，４００円」に、「４，０００円」を「３，０００円」に、 

「３，６００円」を「２，５００円」に、「２，０００円」を「１，６００円」 

に、「１，９００円」を「１，３００円」に、「１，６００円」を「１，００

０円」に、「１，３００円」を「９００円」に、「１，１００円」を「７００

円」に、「９００円」を「６００円」に改め、同項オを同項エとし、同項の次
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に次のように加える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認定を受けた

長期優良住宅

建築等計画変

更の認定（長

期使用構造等

の変更がない 

場合であって、

分譲事業者が

単独で作成す 

る場合を除く｡) 

１戸に

つき 

ア 新築基準による審査を要する住宅に係るも 

 の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 増改築基準による審査を要する住宅に係る 

もの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戸建の場合 ７，３００円

住棟の総戸数が５以下 

（戸建を除く。）の場合 
２，５００円

住棟の総戸数が６以上１ 

０以下の場合 
２，１００円

住棟の総戸数が１１以上 

２５以下の場合 
１，３００円

住棟の総戸数が２６以上 

５０以下の場合 
１，１００円

住棟の総戸数が５１以上 

１００以下の場合 
８００円

住棟の総戸数が１０１以 

上２００以下の場合 
７００円

住棟の総戸数が２０１以 

上３００以下の場合 
６００円

住棟の総戸数が３０１以 

上の場合 
５００円

戸建の場合 １０，７００円

住棟の総戸数が５以下 

（戸建を除く。）の場合 
３，８００円

住棟の総戸数が６以上１ 

０以下の場合 
３，１００円

住棟の総戸数が１１以上 

２５以下の場合 
２，０００円

住棟の総戸数が２６以上 

５０以下の場合 
１，６００円

住棟の総戸数が５１以上 １，２００円
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認定を受けた

長期優良住宅

建築等計画変

更の認定（長

期使用構造等

の変更がない 

場合であって、

分譲事業者が

単独で作成す 

る場合に限る｡) 

１戸に

つき 

ア 新築基準による審査を要する住宅に係るも 

 の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 増改築基準による審査を要する住宅に係る 

もの 

 

 

 

１００以下の場合 

住棟の総戸数が１０１以 

上２００以下の場合 
１，０００円

住棟の総戸数が２０１以 

上３００以下の場合 
９００円

住棟の総戸数が３０１以 

上の場合 
７００円

 

戸建の場合 ５，８００円

住棟の総戸数が５以下 

（戸建を除く。）の場合 
２，０００円

住棟の総戸数が６以上１ 

０以下の場合 
１，７００円

住棟の総戸数が１１以上 

２５以下の場合 
１，０００円

住棟の総戸数が２６以上 

５０以下の場合 
９００円

住棟の総戸数が５１以上 

１００以下の場合 
７００円

住棟の総戸数が１０１以 

上２００以下の場合 
６００円

住棟の総戸数が２０１以 

上３００以下の場合 
５００円

住棟の総戸数が３０１以 

上の場合 
４００円

戸建の場合 ８，４００円

住棟の総戸数が５以下 

（戸建を除く。）の場合 
３，０００円



- 7 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第１３認定を受けた長期優良住宅建築等計画変更の認定（譲受人を決定

した場合に限る。）の項ア中「で、認定の申請の前に、登録住宅性能評価機関

により技術的審査に係る適合が認められていない場合」を削り、「１３，５０

０円」を「６，０００円」に、「４，９００円」を「２，０００円」に、「４，

０００円」を「１，５００円」に、「２，７００円」を「１，０００円」に、 

「２，１００円」を「８００円」に、「１，６００円」を「５００円」に、 

「１，４００円」を「５００円」に、「１，２００円」を「４００円」に、 

「１，０００円」を「３００円」に改め、同項イを削り、同項ウ中「で、認定 

の申請の前に、登録住宅性能評価機関により技術的審査に係る適合が認められ 

ていない場合」を削り、「２０，２００円」を「８，０００円」に、「７，４ 

００円」を「２，６００円」に、「６，１００円」を「２，０００円」に、 

「４，０００円」を「１，４００円」に、「３，２００円」を「１，０００円」 

に、「２，５００円」を「７００円」に、「２，１００円」を「６００円」に、 

「１，８００円」を「５００円」に、「１，５００円」を「４００円」に改め、 

同項ウを同項イとし、同項エを削り、同表認定を受けた長期優良住宅建築等の 

地位承継の承認の項中「６，７００円」を「３，０００円」に、「２，７００ 

円」を「１，０００円」に、「２，４００円」を「８００円」に、「１，３０ 

０円」を「４００円」に、「１，２００円」を「４００円」に、「１，１００ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住棟の総戸数が６以上１ 

０以下の場合 
２，５００円

住棟の総戸数が１１以上 

２５以下の場合 
１，６００円

住棟の総戸数が２６以上 

５０以下の場合 
１，３００円

住棟の総戸数が５１以上 

１００以下の場合 
１，０００円

住棟の総戸数が１０１以 

上２００以下の場合 
９００円

住棟の総戸数が２０１以 

上３００以下の場合 
７００円

住棟の総戸数が３０１以 

上の場合 
６００円
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円」を「３００円」に、「９００円」を「２００円」に、「７００円」を「２ 

００円」に、「６００円」を「１００円」に改め、同項の次に次のように加え 

る。 

 

 

 

 

附 則 

この条例は、令和４年２月２０日から施行する。 

長期優良住宅

建築等計画の

容積率の特例

許可 

１件に

つき 
１６０，０００円 



 

 

 

    

 津市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する

条例をここに公布する。 

  令和３年１２月２２日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

津市条例第３４号 

   津市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正

する条例 

 津市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年津市

条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

 目次中「第４９条」を「第４９条・第５０条」に改める。 

 第６条第１項中「。第３号」を「。以下この条」に改め、同項第３号中「こ

の号」の次に「及び第４項第１号」を加え、同条第５項中「、次」を「次」に、

「行う者」を「行う施設」に改める。 

 第４９条を第５０条とし、第６章中同条の前に次の１条を加える。 

（電磁的記録） 

第４９条 家庭的保育事業者等及びその職員は、記録、作成その他これらに類

するもののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、

抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識すること

ができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同

じ。）で行うことが規定されている、又は想定されるものについては、書面

に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の

知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができ

る。 

  附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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津市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和３年１２月２２日 

                                    

津市長 前 葉 泰 幸   

 

津市条例第３５号 

津市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する 

条例の一部を改正する条例 

 津市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例

（平成２６年津市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

 目次中「第５３条」を「第５３条・第５４条」に改める。 

 第５条第２項から第６項までを削る。 

第３８条第２項を削る。 

第４２条第１項第３号中「この号」の次に「及び第４項第１号」を加え、同

条第４項第１号中「第２４条第３項」の次に「（同法附則第７３条第１項の規

定により読み替えて適用する場合を含む。）」を加え、同条第５項中「、次」

を「次」に、「行う者」を「行う施設」に改める。 

第５３条を第５４条とし、第４章中同条の前に次の１条を加える。 

（電磁的記録等） 

第５３条 特定教育・保育施設等は、記録、作成、保存その他これらに類する

もののうち、この条例の規定において書面等（書面、書類、文書、謄本、抄

本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することが 

できる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。） 

で行うことが規定されているものについては、当該書面等に代えて、当該書

面等に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいう。以下この条において同じ。）により行う

ことができる。 
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２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の交付又は提出に

ついては、当該書面等が電磁的記録により作成されている場合には、当該書

面等の交付又は提出に代えて、第４項で定めるところにより、教育・保育給

付認定保護者の承諾を得て、当該書面等に記載すべき事項（以下この条にお

いて「記載事項」という。）を電子情報処理組織（特定教育・保育施設等の

使用に係る電子計算機と、教育・保育給付認定保護者の使用に係る電子計算

機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下この条におい

て同じ。）を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって

次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供

することができる。この場合において、当該特定教育・保育施設等は、当該

書面等を交付し、又は提出したものとみなす。 

  電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

 ア 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と教育・保育給付認定

保護者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信

し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方

法 

 イ 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

に記録された記載事項を電気通信回線を通じて教育・保育給付認定保護

者の閲覧に供し、教育・保育給付認定保護者の使用に係る電子計算機に

備えられた当該教育・保育給付認定保護者のファイルに当該記載事項を

記録する方法（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨

の申出をする場合にあっては、特定教育・保育施設等の使用に係る電子

計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法） 

  磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一

定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイル

に記載事項を記録したものを交付する方法 

３ 前項各号に掲げる方法は、教育・保育給付認定保護者がファイルへの記録

を出力することにより文書を作成することができるものでなければならない。 

４ 特定教育・保育施設等は、第２項の規定により記載事項を提供しようとす

るときは、あらかじめ、当該記載事項を提供する教育・保育給付認定保護者

に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は

電磁的方法による承諾を得なければならない。 

  第２項各号に規定する方法のうち特定教育・保育施設等が使用するもの 
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  ファイルへの記録の方式 

５ 前項の規定による承諾を得た特定教育・保育施設等は、当該教育・保育給

付認定保護者から文書又は電磁的方法により、電磁的方法による提供を受け

ない旨の申出があったときは、当該教育・保育給付認定保護者に対し、第２

項に規定する記載事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。ただし、

当該教育・保育給付認定保護者が再び前項の規定による承諾をした場合は、

この限りでない。 

６ 第２項から前項までの規定は、この条例の規定による書面等による同意の 

取得について準用する。この場合において、第２項各号列記以外の部分中 

「書面等の交付又は提出」とあり、及び「書面等に記載すべき事項（以下こ 

の条において「記載事項」という。）」とあるのは「書面等による同意」と、

「第４項」とあるのは「第６項において準用する第４項」と、「提供する」 

とあるのは「得る」と、「書面等を交付し、又は提出した」とあるのは「書 

面等による同意を得た」と、同項第１号イ中「記載事項」とあるのは「同意 

に関する事項」と、「提供を受ける」とあるのは「同意を行う」と、「受け 

ない」とあるのは「行わない」と、同項第２号中「記載事項」とあるのは 

「同意に関する事項」と、「交付する」とあるのは「得る」と、第３項中 

「前項各号」とあるのは「第６項において準用する前項各号」と、第４項各 

号列記以外の部分中「第２項」とあるのは「第６項において準用する第２項」

と、「記載事項を提供しよう」とあるのは「同意を得よう」と、「記載事項 

を提供する」とあるのは「同意を得ようとする」と、同項第１号中「第２項 

各号」とあるのは「第６項において準用する第２項各号」と、前項中「前項」

とあるのは「次項において準用する前項」と、「提供を受けない」とあるの 

は「同意を行わない」と、「第２項に規定する記載事項の提供」とあるのは 

「この条例の規定による書面等による同意の取得」と読み替えるものとする。 

  附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



 

 

    

 津市国民健康保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年１２月２２日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

津市条例第３６号  

   津市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

津市国民健康保険条例（平成１８年津市条例第１３４号）の一部を次のよう

に改正する。 

第４条第１項中「４０万４，０００円」を「４０万８，０００円」に改める。 

   附 則 

１ この条例は、令和４年１月１日から施行する。 

２ 改正後の第４条第１項の規定は、この条例の施行の日以後の出産について

適用し、同日前の出産については、なお従前の例による。 
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津市農林事業分担金等徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 令和３年１２月２２日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

津市条例第３７号  

津市農林事業分担金等徴収条例の一部を改正する条例 

津市農林事業分担金等徴収条例（平成１８年津市条例第１７２号）の一部を

次のように改正する。 

第１条中「分担金等」という。）」の次に「並びに法第９１条の２第１項及

び第６項の規定に基づく特別徴収金」を加える。 

第７条中「分担金等」の次に「及び特別徴収金」を加え、同条を第９条とす

る。 

第６条の見出しを「（徴収猶予及び減免）」に改め、同条中「場合は、分担

金等」を「ときは、分担金等及び特別徴収金」に改め、同条に次の１項を加え、

同条を第８条とする。 

２ 市長は、特別徴収金の徴収に係る土地の面積が規則で定める面積を超えな

いとき、又は天災その他特別の事情があると認めるときは、特別徴収金を免

除することができる。 

第５条の見出し中「分担金等の」を削り、同条第１項中「前条」を「第４条

及び前条」に改め、「により分担金等」の次に「及び特別徴収金」を、「当該

分担金等」の次に「又は当該特別徴収金」を加え、同条第２項中「分担金等」

の次に「及び特別徴収金」を加え、同項ただし書中「し納付させる」を「して

徴収する」に改め、同条を第７条とする。 

第４条の次に次の２条を加える。 

（特別徴収金の徴収） 

第５条 本市は、次に掲げる県が行う土地改良事業（次項に規定する土地改良

事業を除く。）の施行に係る地域内にある土地につき、法第３条に規定する

資格を有する者が法第１１３条の３第３項の規定による公告があった日（そ

の公告において工事の完了の日が示されたときは、その示された日。以下こ
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の条において「工事完了の公告の日」という。）の属する年度の翌年度の初

日を起算日として８年を経過しない間に、当該土地を当該土地改良事業の計

画において予定する用途以外の用途（以下この項において「目的外用途」と

いう。）に供するため所有権の移転等（所有権の移転又は地上権、賃借権そ

の他の使用及び収益を目的とする権利の設定若しくは移転をいう。以下この

項において同じ。）をした場合又は当該土地を自ら目的外用途に供した場合

（当該土地を目的外用途に供するため所有権の移転等を受けて、目的外用途

に供した場合を除く。）には、その者から特別徴収金を徴収する。 

  ほ場整備事業 

  かんがい排水事業 

  たん水防除事業 

２ 本市は、法第８７条の３第１項の規定により県が行う土地改良事業の施行

に係る地域内にある土地につき、法第９１条の２第６項各号のいずれかに掲

げる者が法第８７条の３第７項において準用する法第８７条第５項の規定に

よる当該土地改良事業の計画を定めた旨の公告があった日から工事完了の公

告の日の属する年度の翌年度の初日を起算日として８年を経過する日までの

間に、法第９１条の２第６項各号のいずれかに該当する行為をした場合には、

その者から特別徴収金を徴収する。 

 （特別徴収金の額） 

第６条 前条各項の規定により徴収する特別徴収金の額は、当該特別徴収金の

徴収に係る土地改良事業に要する費用の額のうち、法第９１条第６項の規定

により本市が負担する額に、当該特別徴収金の徴収に係る土地の面積の当該

土地改良事業の施行に係る地域内の土地の面積に対する割合を乗じて得た額

（農地の農地以外への転用が行われる場合において、その転用に伴い遊休化

する施設を当該土地改良事業の計画において予定する用途以外の用途に活用

することにより生ずる収入があるときは、当該額から当該収入額のうち当該

転用に係る土地に係るものを差し引いて得た額）とする。 

附 則 

１ この条例は、令和４年１月１日から施行する。 

２ 改正後の津市農林事業分担金等徴収条例の規定は、この条例の施行の日以

後に土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第５項（同法第８７

条の３第７項において準用する場合を含む。）の規定による公告がされる土

地改良事業について適用する。 



 

 

    

 津市公共下水道事業受益者負担に関する条例の一部を改正する条例をここに

公布する。 

  令和３年１２月２２日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

津市条例第３８号 

   津市公共下水道事業受益者負担に関する条例の一部を改正する条例 

 津市公共下水道事業受益者負担に関する条例（平成１８年津市条例第２０２

号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１津北部第１３処理分区第１負担区の項の次に次のように加える。 

津北部第１３処理分区第２負担区 ３８４円 

別表第１津北部第１４処理分区第１負担区の項の次に次のように加える。 

津北部第１４処理分区第２負担区 ３８４円 

津北部第１５－１処理分区第１負担区 ３８４円 

津北部第１５－２処理分区第１負担区 ３８４円 

津北部第１６処理分区第１負担区 ３８４円 

津北部第１７－１処理分区第１負担区 ３８４円 

津北部第１７－２処理分区第１負担区 ３８４円 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 



 

 

    

 津市立学校設置条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年１２月２２日 

  

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

津市条例第３９号  

   津市立学校設置条例の一部を改正する条例 

 津市立学校設置条例（平成１８年津市条例第２３２号）の一部を次のように

改正する。 

 第２条第３号の表中 

「 

                                  を 

                                 」 

「 

                                 」 

改める。 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

    

に 

津市立大里幼稚園 

津市立高野尾幼稚園 

津市大里窪田町１８７０番地 

津市高野尾町５２６６番地１ 

 

津市立大里幼稚園 津市大里窪田町１８７０番地 

 



 

 

 

    

 津市旧学校施設の設置及び管理に関する条例を廃止する条例をここに公布す 

る。 

  令和３年１２月２２日 

  

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

津市条例第４０号  

   津市旧学校施設の設置及び管理に関する条例を廃止する条例 

 津市旧学校施設の設置及び管理に関する条例（平成１８年津市条例第２５２

号）は、廃止する。 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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 津市消防団条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年１２月２２日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

津市条例第４１号  

   津市消防団条例の一部を改正する条例 

 津市消防団条例（平成１８年津市条例第２５７号）の一部を次のように改正

する。 

 第１４条第１項を次のように改める。 

団員には、別表第１に定める年額報酬及び別表第２に定める出動報酬を支

給する。 

第１４条第２項中「の報酬」を「の年額報酬」に改め、同項第１号中「基本

団員」を「団員」に改め、同項第２号中「報酬年額」を「年額報酬の額」に改

め、同条第３項を削る。 

 第１５条を次のように改める。 

 （費用弁償） 

第１５条 団員が別表第２の区分の欄に定める出動等をしたときは、本市の区

域内への出動等にあっては１回につき３００円の費用弁償を、本市の区域外

への出動等にあっては一般職に属する本市の職員に支給される旅費の例によ

る費用弁償を支給する。 

別表第１及び別表第２を次のように改める。 
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別表第１（第１４条関係） 

団員の種別 階級 年額報酬 

基本団員 団長 １４３，５００円 

副団長 本部副団長 ９９，０００円 

方面団長 ８９，０００円 

方面副団長 ７９，０００円 

分団長 ５７，５００円 

副分団長 ４０，０００円 

部長 ３７，５００円 

班長 ３７，０００円 

団員 ３６，５００円 

機能別団員 団員 ９，０００円 
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別表第２（第１４条、第１５条関係） 

区分 支給単位 出動報酬 

水火災その他の災害に出動した場合 １日 ８，０００円 

教育、訓練、予防活動等に出動した場合 １日 ３，０００円 

消防団に関する会議に出席した場合 １日 １，０００円 

その他の場合（消防ポンプ自動車の手入

業務に従事した場合等） 
１日 １，０００円 

備考 

 水火災その他の災害への出動で、活動時間が４時間を超えない場合に

おける出動報酬の額は、４，０００円とする。 
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   附 則 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第１４条及び第１５条並びに別表第１及び別表第２の規定は、こ

の条例の施行の日以後に支給すべき事由の生じた年額報酬及び出動報酬並び

に費用弁償について適用し、同日前に支給すべき事由の生じた報酬及び費用

弁償については、なお従前の例による。 



津市危険物規制規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和３年１２月２０日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

津市規則第３８号 

津市危険物規制規則の一部を改正する規則 

 津市危険物規制規則（平成１８年津市規則第２３０号）の一部を次のように

改正する。 

第２条第１項中「危険物仮貯蔵取扱承認申請書（第１号様式）」を「省令第

１条の６に定める申請書」に改める。 

第９条中「、危険物保安監督者の実務経験証明書（第１５号様式）を添付す

るとともに」を削る。 

第１２条第２号中「危険物製造所等休止届出書」を「危険物製造所等休止

（再開）届出書」に改め、同条第３号中「危険物製造所等再開届出書（第１９

号様式）」を「危険物製造所等休止（再開）届出書」に改める。 

第１６条第１項第１号中「第２条第１項」を「省令第１条の６」に、「危険

物仮貯蔵取扱承認申請書」を「危険物仮貯蔵（仮取扱い）承認申請書」に改め

る。 

第１号様式を次のように改める。 

第１号様式 削除 

 第７号様式中「あて先」を「宛先」に改め、「 」を削る。 

第１５号様式を次のように改める。 

第１５号様式 削除 

 第１８号様式から第２２号様式まで及び第２４号様式中「あて先」を「宛先」

に改め、「 」を削る。 

   附 則 

 この規則は、令和４年１月１日から施行する。 



津市過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の適用に伴う固定資産

税の特例に関する条例施行規則をここに公布する。 

  令和３年１２月２２日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

津市規則第３９号 

津市過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の適用に伴う固定

資産税の特例に関する条例施行規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、津市過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の

適用に伴う固定資産税の特例に関する条例（令和３年津市条例第３０号。以

下「条例」という。）第５条の規定に基づき、条例の施行に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（課税免除の申請等） 

第２条 条例第３条第１項の規則で定める申請書は、固定資産税課税免除申請

書（第１号様式）とし、次に掲げる書類を添付するものとする。 

   課税免除を受けようとする家屋及び償却資産並びに当該家屋の敷地であ

る土地の範囲等を明示する事業所全体の見取図 

   年次別建設計画又は設備投資計画書 

  次に掲げる書類（個人に限る。） 

ア 所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２条第１項第３７号の確定申

告書の写しその他の業種が分かる書類 

イ 所得税法第１４９条の貸借対照表及び損益計算書の写しその他の家屋

及び償却資産の取得価格が分かる書類 

  次に掲げる書類（法人に限る。） 

ア 履歴事項全部証明書 

イ 法人税法（昭和４０年法律第３４号）第２条第３１号の確定申告書の

写しその他の業種及び資本金の額が分かる書類 

ウ 法人税法施行規則（昭和４０年大蔵省令第１２号）別表１６ に規定

する旧定額法又は定額法による減価償却資産の償却額の計算に関する明

細書の写し、別表１６ に規定する旧定率法又は定率法による減価償却

資産の償却額の計算に関する明細書の写しその他の家屋及び償却資産の



取得価格が分かる書類 

   その他市長が必要と認める書類 

（課税免除の決定通知） 

第３条 条例第３条第３項の規定による通知は、固定資産税課税免除決定通知

書（第２号様式）により行うものとする。 

（変更等の届出） 

第４条 課税免除を受けた者は、課税免除に係る申請内容を変更し、又は事業

を休止し、若しくは廃止したときは、速やかに事業変更等届（第３号様式）

を市長に提出しなければならない。 

 （課税免除の取消通知） 

第５条 市長は、条例第４条の規定により課税免除を取り消したときは、固定

資産税課税免除取消通知書（第４号様式）により、当該課税免除を受けた者

に通知するものとする。 

 （委任） 

第６条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （過疎対策に伴う固定資産税の特例に関する条例施行規則の廃止） 

２ 過疎対策に伴う固定資産税の特例に関する条例施行規則（平成２年美杉村

規則第１７号）は、廃止する。 

 （この規則の失効） 

３ この規則は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日ま

でに対象設備の取得等をした者に対する固定資産税の課税免除については、

同日後も、なおその効力を有する。 



法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在

地、名称及び代表者の氏名 

※ 申請者（法人にあっては、代表者）の氏名を自署する場合は、押印を

省略することができます。 

第１号様式（第２条関係） 

 

  固定資産税課税免除申請書 

年  月  日   

  

（宛先）津市長 

 

                （〒    ） 

                住 所 

            申請者 氏 名               

 

 

                        

                  電 話 

 

津市過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の適用に伴う固定 

資産税の特例に関する条例第３条第１項の規定により次のとおり関係書類 

を添えて申請します。 

事 業 所 の 名 称  

事 業 所 の 所 在 地  

資 本 金 の 額  

業 種  

取 得 等 の 区 分  

事業の用に供した日  

設備の
取得価
額 

家 屋 
 

償 却 資 産 
 

合 計 
 

 



所 在 地 用 途 取得年月日 延 床 面 積  取 得 価 額  備 考 

      

           

            

            

            

 

資 産 の 名 称 取 得 年 月 日 耐 用 年 数 取 得 価 額 備 考 

         

          

          

          

 

所 在 地 取 得 年 月 日 
家屋の建設着手

年 月 日 
地 積 備 考 

        

          

          

          

 

課税免除の対象(内訳) 

１ 家屋 

 

 

 

 

 

 

 

２ 償却資産 

 

 

 

 

 

 

３ 土地 

 

 

 

 

 

 

  



種 別 課 税 標 準 額 免 除 額 

土 地   

家 屋   

償 却 資 産   

合 計   

課税免除しない理由 

税の課税免除について、次のとおり     ので通知します。 

第２号様式（第３条関係） 

 

固定資産税課税免除決定通知書 

津市指令（記号番号） 

年  月  日 

 

  （氏   名）様 

 

津市長 （氏   名） 印 

 

      年  月  日付けで申請のあった    年度分の固定資産 

                 免 除 し た 

                免除しない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教示 この通知書に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日 

から起算して３箇月以内に、津市長に対して審査請求をすることがで 

きます。 

   また、この審査請求に対する裁決書を受け取った日の翌日から起算 

して６箇月以内に、津市を被告として処分の取消しの訴えを提起する 

ことができます。 

なお、この訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなけれ 

ば提起することができないこととされていますが、行政事件訴訟法第 

８条第２項各号のいずれかに該当するときは、裁決を経ないで、訴え 

を提起することができます。 



法人その他の団体にあっては、 

主たる事務所又は事業所の所在

地、名称及び代表者の氏名 

変更事項又は休止若

しくは廃止する事業 

 

変更又は休止若しく

は 廃 止 の 年 月 日 

 

変更内容又は休止若

しくは廃止する理由 

 

第３号様式（第４条関係） 

 

事業変更等届 

  年  月  日  

 

（宛先）津市長 

 

                （〒    ） 

                住 所 

            申請者 氏 名               

 

 

                        

                  電 話 

 

年  月  日付け津市指令第  号で決定を受けた固定資産 

           申請内容を変更 

  

           事 業 を 廃 止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 変更内容が分かる資料を添付して下さい。 

※ 申請者（法人にあっては、代表者）の氏名を自署する場合は、押印を 

省略することができます。 

税の課税免除について、次のとおり事 業 を 休 止したので、届け出ます。 



種 別 課 税 標 準 額 免 除 額 

土 地   

家 屋   

償 却 資 産   

合 計   

取消しの理由 

 

第４号様式（第５条関係） 

 

固定資産税課税免除取消通知書 

津市指令（記号番号） 

年  月  日  

 

  （氏   名）様 

 

津市長 （氏   名） 印 

 

      年  月  日付けで申請のあった    年度分の固定資産 

税の課税免除について、次のとおり取り消したので通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教示 この通知書に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日 

から起算して３箇月以内に、津市長に対して審査請求をすることがで 

きます。 

   また、この審査請求に対する裁決書を受け取った日の翌日から起算 

して６箇月以内に、津市を被告として処分の取消しの訴えを提起する 

ことができます。 

   なお、この訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなけれ 

ば提起することができないこととされていますが、行政事件訴訟法第 

８条第２項各号のいずれかに該当するときは、裁決を経ないで、訴え 

を提起することができます。 



 

 

 津市公正公平な市政の確保に関する条例施行規則をここに公布する。 

  令和３年１２月２２日 

  

津市長 前 葉 泰 幸   

 

津市規則第４０号 

   津市公正公平な市政の確保に関する条例施行規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、津市公正公平な市政の確保に関する条例（令和３年津市

条例第２９号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

 （定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例に

よる。 

 （利害関係者） 

第３条 この規則において「利害関係者」とは、職員が職務として携わる次の

各号に掲げる事務の区分に応じ、当該各号に定める者をいう。 

  許認可等（行政手続法（平成５年法律第８８号）第２条第３号に規定す

る許認可等及び津市行政手続条例（平成１８年津市条例第２１号）第２条

第１項第４号に規定する許認可等をいう。以下同じ。）をする事務 当該

許認可等を受けて事業を行っている者、当該許認可等の申請をしている者

及び当該許認可等の申請をしようとしていることが明らかである者 

  補助金等（津市補助金等交付規則（平成１８年津市規則第４４号）第２

条第１号に規定する補助金等をいう。）を交付する事務 当該補助金等の

交付を受けて当該交付の対象となる事務又は事業を行っている者、当該補

助金等の交付の申請をしている者及び当該補助金等の交付の申請をしよう

としていることが明らかである者 

  立入検査又は監査（法令（津市行政手続条例第２条第１項第２号に規定

する法令をいう。以下同じ。）の規定に基づき行われるものに限る。）を

する事務 当該立入検査又は監査を受ける者 

  不利益処分（行政手続法第２条第４号に規定する不利益処分及び津市行

政手続条例第２条第１項第５号に規定する不利益処分をいう。）をする事

務 当該不利益処分をしようとする場合における当該不利益処分の名宛人



 

 

となるべき者 

  行政指導（津市行政手続条例第２条第１項第７号に規定する行政指導を

いう。）をする事務 当該行政指導により現に一定の作為又は不作為を求

められている者 

  契約（本市が当事者となる契約をいう。以下同じ。）に関する事務 当

該契約を締結している者、当該契約の申込みをしている者及び当該契約の

申込みをしようとしていることが明らかである者 

２ 職員に異動があった場合において、当該異動前の職務に係る当該職員の利

害関係者であった者が、異動後引き続き当該職務に係る他の職員の利害関係

者であるときは、当該利害関係者であった者は、当該異動の日から起算して

３年間（当該期間内に、当該利害関係者であった者が当該職務に係る他の職

員の利害関係者でなくなったときは、その日までの間）は、当該異動があっ

た職員の利害関係者であるものとみなす。 

３ 他の職員の利害関係者が、職員をしてその職務に基づく影響力を当該他の

職員に行使させることにより自己の利益を図るためその職員と接触している

ことが明らかな場合においては、当該他の職員の利害関係者は、その職員の

利害関係者であるものとみなす。 

 （職員が遵守すべき倫理原則） 

第４条 職員（市長、副市長、教育長及び上下水道事業管理者を含む。以下こ

の条から第７条までにおいて同じ。）は、条例第４条第１項に規定する職員

の責務を果たすため、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

   全体の奉仕者であり、一部の市民に対してのみの奉仕者でないことを自

覚し、真摯に職務に取り組むこと。 

   職務上知り得た秘密を適正に管理し、公正に職務を遂行すること。 

   常に公私の別を明らかにし、その職務や地位を自らや自らの属する組織

の私的利益のために用いないこと。 

２ 職員は、条例第４条第２項に規定する職員の責務を果たすため、次に掲げ

る事項を遵守しなければならない。 

   社会規範及び法令等を遵守し、公正公平な市政の遂行に対する市民の理

解と協力を得られるように努めること。 

   勤務時間外においても、自らの行動が公務の信用に影響を与えることを

常に認識し、市民の疑惑や不信を招く行為をしないように真摯に行動する

こと。 



 

 

   ソーシャルメディアの私的利用は慎重な発信を心掛け、事実に反する情

報や単なる噂の拡散への加担は厳に慎むこと。 

 （禁止行為） 

第５条 職員は、公正な職務の遂行に関して市民の疑惑や不信を招くことのな

いようにするため、次に掲げる行為を行ってはならない。 

   通常の範囲を超えて利害関係者と繰り返し接触すること。 

   利害関係者と旅行（公務のための旅行を除く。）、ゴルフ又は遊技を行

うこと。 

   利害関係者から私的利益のために有利な情報提供を受けること。 

   利害関係者から金銭、物品又は不動産の贈与を受けること。 

   利害関係者から金銭の貸付け（業として行われる金銭の貸付けにあって

は、無利子のもの又は利子の利率が著しく低いものに限る。）を受けるこ

と。 

   利害関係者から供応接待を受けること。 

   自己の費用負担を伴わずに利害関係者と飲食を共にすること。 

   適正な対価を支払わずに、利害関係者から不動産若しくは物品の貸付け

又は役務の提供を受けること。 

   利害関係者を保証人とする金銭の借入れ又は不動産の賃借を行うこと。 

   本来自らが負担すべき債務を利害関係者に負担させること。 

   利害関係者から未公開株式（金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号） 

第２条第１６項に規定する金融商品取引所に上場されておらず、かつ、同

法第６７条の１１第１項の店頭売買有価証券登録原簿に登録されていない

株式をいう。）を譲り受けること。 

   利害関係者から報酬を得て講演又は講義を行うこと。 

   利害関係者をして、第三者に対し前各号に掲げる行為をさせること。 

 （禁止行為の例外） 

第６条 前条の規定にかかわらず、公正な職務の遂行に関する市民の疑惑や不

信を招くおそれがないと認められる場合に限り、職員は、次に掲げる行為を

行うことができる。 

   職務として出席した会議、会合等において、利害関係者から簡素な飲食

物（酒類を除く。）又は茶菓の提供を受けること。 

   多数の者が出席する会食の場（飲食物が提供される会合であって、立食

形式その他公開性の高い形式で行われるものをいう。）において、利害関



 

 

係者から飲食物の提供を受けること又は利害関係者と飲食を共にすること。 

   職務として利害関係者を訪問した際に、当該利害関係者から提供される

物品を使用し、又は茶菓の提供を受けること。 

   利害関係者から宣伝用物品又は記念品であって、広く一般に配布するた

めのものの贈与を受けること。 

   社会通念上儀礼の範囲内において、祝儀、香典、供花その他これに類す

るものの贈与を受けること。 

 （利害関係者以外の者との間の禁止行為） 

第７条 職員は、利害関係者に該当しない者との間であっても、公正な職務の

遂行に関して市民の疑惑や不信を招くことのないようにするため、社会通念

上相当と認められる程度を超える場合においては、第５条各号に掲げる行為

を行ってはならない。 

２ 職員は、自己が行った物品若しくは不動産の購入若しくは借受け又は役務

の受領の対価を、その者が利害関係者であるかどうかにかかわらず、それら

の行為が行われた場に居合わせなかった者にその者の負担として支払わせて

はならない。 

 （要望等の記録等） 

第８条 職員は、条例第７条第２項の規定に基づき、市政の透明性を確保する

ため、次に掲げる要望等以外の要望等の内容を記録しなければならない。こ

の場合において、当該記録をするに当たっては、不実又は虚偽の記録をして

はならない。 

   公式又は公開の場で発言された要望等で議事録その他これに類するもの

に記録される要望等 

   単なる問い合わせ又は事実関係の確認に過ぎないことが明白な要望等 

   その場で用件が完了し、改めて対応等の必要がない要望等 

   前３号に掲げるもののほか、市政の透明性を確保するために記録する必

要が認められない軽微な要望等 

２ 職員は、要望等を受けるときは、要望等の意図及び内容を正確に把握する

ため、可能な限り複数の職員で対応するとともに、要望等を行った者（以下

「要望者」という。）に要望等を記録した内容の確認を求めるように努める

ものとする。 

３ 職員は、記録した要望等の内容が次に掲げる事項に該当する場合は、要望

等報告書（第１号様式）により直ちに内部統制室長を経由して市長に報告し



 

 

なければならない。ただし、内部統制室長が必要がないと認めるときは、こ

の限りでない。 

   公職者（国会議員、地方公共団体の議会の議員若しくは他の地方公共団 

体の長又はこれらの者の秘書その他これらの者の活動を補佐する者をいう。） 

又は各種団体からの要望等であって、契約、発注等の公共調達に関するこ

と、事務事業の実施決定に関すること、許認可等に関すること又は採用、

人事等に関すること。 

   その他市長が必要と認める事項 

 （記録した要望等の公表） 

第９条 市長は、前条第３項の規定による報告を受けた要望等については、条

例第７条第３項の規定により当該要望等の概要を公表するものとする。 

２ 要望等の公表に当たっては、氏名、住所等の要望者が特定される情報は、

公表しないものとする。 

 （不当要求行為への対応） 

第１０条 職員は、職務の遂行に関し、不当要求行為を受けたとき、又は不当

要求行為に関する事案の発生を知ったとき、若しくはその発生のおそれがあ

ると認めるときは、直ちにその内容を記録し、所属長に報告しなければなら

ない。この場合において、職員は、証拠保全のため、その内容を録音し、又

は録画することができる。 

２ 所属長は、所管の業務に関して不当要求行為の発生を知ったとき、又はそ

の発生のおそれがあると認めるときは、不当要求行為発生報告書（第２号様

式）により速やかに内部統制室長に報告するものとする。この場合において、

当該不当要求行為が緊急性の高い事案であるときは、直ちに口頭により内部

統制室長に報告するとともに、警察その他の関係行政機関に通報するなどの

措置を講ずるものとする。 

３ 内部統制室長は、前項の規定による報告を受けた場合において、当該報告

の内容が本市の公正公平な市政に重大な影響を与えるおそれがあると認める

ときは、第１９条第１項の規定に基づき設置する津市公正職務推進委員会 

（以下「委員会」という。）に報告するものとする。 

４ 委員会は、前項の規定による報告を受けたときは、事実関係についての調

査を行い、必要に応じて内部統制室長を経由して所属長に対し、対策を指示

するものとする。 

５ 委員会は、前項の規定による調査の結果、不当要求行為の行為者（以下 



 

 

 「行為者」という。）に対して警告する必要があると認めるときは、市長に

報告するものとする。 

 （不当要求行為の行為者への対応） 

第１１条 市長は、前条第５項の規定による報告を受けたときは、条例第８条

第３項の警告を行うものとする。 

２ 条例第８条第３項の警告は、警告書（第３号様式）により行うものとする。 

３ 市長は、条例第８条第４項の規定による公表を行ってもなお行為者による

不当要求行為が引き続き行われる場合は、当該不当要求行為を排除するため

に必要な法的措置を講じなければならない。 

 （意見を述べる機会の付与） 

第１２条 市長は、条例第８条第４項の規定による公表を行おうとするときは、 

あらかじめ公表の対象となる行為者（以下この条において「対象者」という。）

に対してその旨を通知し、意見を述べる機会を与えなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により意見を述べる機会を与えるときは、対象者に対

し、意見聴取通知書（第４号様式）により通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により意見を述べる機会を与えるときは、対象者に

対し、陳述書（第５号様式）の提出を求めるものとする。ただし、市長が口

頭で行う必要があると認める場合は、この限りでない。 

４ 市長は、対象者が提出期限までに陳述書を提出せず、又は口頭による意見

の聴取期日に出頭しないときは、意見を述べる機会を放棄したものとして取

り扱うものとする。 

 （不当要求行為防止対策責任者） 

第１３条 職場における不当要求行為の防止等に係る取組の推進を図るため、

各課等に不当要求行為防止対策責任者（以下この条において「責任者」とい

う。）を置き、責任者には各課等における所属長をもって充てる。 

２ 責任者は、各課等において次に掲げる事項を処理するものとする。 

   所属の職員と協力し、不当要求行為に対する組織的な対応を講ずること。 

   不当要求行為に係る情報を所属の職員に周知すること。 

   その他不当要求行為の防止等に係る取組の推進に関すること。 

（公益通報の方法） 

第１４条 職員等は、本市の事務事業に関し、次に掲げる事実があると思料す

るときは、内部統制室長に対して、文書（電子メールを含む。）又は面談そ

の他適切な方法により公益通報をすることができる。 



 

 

  法令に違反し、又は違反するおそれのある事実 

   人の生命、身体若しくは財産の保護又は環境の保全、公正な競争の確保

等に重大な影響を与え、又は与えるおそれのある事実 

   前２号に掲げるもののほか、本市の事務事業に関する違法又は不当な事 

  実 

２ 職員等は、公益通報をするときは、原則として実名により行わなければな

らない。ただし、前項各号のいずれかに該当すると思料する事実が生じ、又

は生じるおそれがあると信ずるに足りる相当な根拠を示したときは、この限

りでない。 

３ 職員等は、他人に損害を与える目的その他の不正な目的で公益通報をする

ことはできない。 

 （公益通報の取扱い） 

第１５条 内部統制室長は、公益通報を受けたときは、その内容を聴取し、公

益通報者の氏名及び連絡先並びに公益通報に係る趣旨の確認に努めなければ

ならない。 

２ 内部統制室長は、公益通報を受けたときは、委員会に報告しなければなら

ない。 

３ 委員会は、前項の規定による報告における事実が次の各号のいずれかに該

当する場合は、これを受理しないことができる。 

   前条第１項各号に掲げる事実に該当しない場合 

   他人に損害を与える目的その他の不正な目的によるものであることが明

らかな場合 

   公益通報者に通報の内容について説明を求めても当該公益通報に係る行

為を行った者又は当該公益通報の内容を把握できない場合 

 （公益通報の調査） 

第１６条 委員会は、前条第２項の規定による報告を受けたときは、必要な調

査を速やかに開始しなければならない。 

２ 委員会は、必要があると認めるときは、調査の対象となる関係部局の部長

等に調査を依頼することができる。 

３ 職員等及び公益通報者は、委員会の調査に協力しなければならない。 

 （調査結果の報告等） 

第１７条 委員会は、調査の結果、当該公益通報に該当する事実があると認め

るときはその旨を、当該公益通報に該当する事実がないと認めるとき、又は



 

 

調査を尽くしても当該事実の存否が明らかにならないときはその旨を、任命

権者に報告するものとする。 

２ 委員会は、調査の結果を調査結果報告書（第６号様式）により公益通報者

に通知しなければならない。ただし、匿名の公益通報者又は通知を希望しな

い公益通報者に対しては、この限りでない。 

３ 任命権者は、第１項の規定による報告を受けたときは、速やかに調査の結

果に基づいて必要な事実の確認を行い、違法又は不当な事実があると認める

ときは、違法行為等を是正し、及び再発を防止するために必要な措置を講ず

るとともに、当該関係者に対して処分その他必要な措置を講ずるものとする。 

 （公益通報者の保護） 

第１８条 任命権者は、公益通報者を保護するため、公益通報者が特定される

おそれがある情報を公開してはならない。 

 （委員会の設置等） 

第１９条 不当要求行為、公益通報等があった場合に対処するため、委員会を

置く。 

２ 委員会の所掌事項は、次のとおりとする。 

   不当要求行為に関すること。 

   公益通報に関すること。 

   その他委員長が必要と認めること。 

 （委員会の構成等） 

第２０条 委員会は、委員長、副委員長及び委員で構成する。 

２ 委員長には津市副市長事務分担規則（平成１８年津市規則第２４２号）第

２条第２号に規定する副市長を、副委員長には内部統制室長をもって充て、

委員には政策財務部長、危機管理部長、総務部長、上下水道管理局長、消防

次長及び教育委員会事務局教育次長その他委員長がその都度必要と認める職

員をもって充てる。 

３ 委員長は、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠

けたときは、その職務を代理する。 

５ 委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集し、委員長が議長となる。 

６ 委員会は、必要があると認めるときは、識見を有する者から意見等を聴き、

又は関係職員の説明等を求めることができる。 

７ 委員長、副委員長及び委員は、公益通報の内容が自己に関係するものであ



 

 

るときは、委員会の議事に参与することができない。 

８ 委員会の庶務は、内部統制室において処理する。 

 （公表の方法） 

第２１条 条例第７条第３項及び第８条第４項の規定による公表は、本市のホ 

ームページに掲載する方法により行うものとする。 

（違反に対する処分等） 

第２２条 任命権者は、職員が条例又はこの規則の規定に違反する行為（以下

この条において「違反行為」という。）を行った疑いがあると思料するとき

は、直ちに調査を行うものとする。 

２ 任命権者は、違反行為があったと認めるときは、その程度に応じて、その

職員に対し、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２９条第１項の

規定に基づく懲戒処分その他の措置を講ずるものとする。 

 （委任） 

第２３条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、

別に定める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 



 

第１号様式（第８条関係） 

要望等報告書 

年  月  日 

 

  （宛先）津市長 

部    課（室） 

職名     

氏名     

 

  津市公正公平な市政の確保に関する条例施行規則第８条第３項の規定に

基づき、次のとおり報告します。 

  

日 時  

場 所  

方 法  □面談  □電話  □その他（        ） 

対 応 者 
所属     職名      氏名 

所属     職名      氏名 

要 望 者 

住 所 

氏 名 

連 絡 先 

要望等の概要 

 

備 考 

 



 

第２号様式（第１０条関係） 

不当要求行為発生報告書 

年  月  日 

 

  （宛先）内部統制室長 

 

所属長          

 

  津市公正公平な市政の確保に関する条例施行規則第１０条第２項の規定

に基づき、次のとおり報告します。 

発 生 日 時  

発 生 場 所  

対 応 者 
職名        氏名 

職名        氏名 

相

手

方 

住 所  （不詳の場合） 

職 業  身長約   cm 

氏 名  体格 肥満型・中肉・ 

やせ型・がっちり型 年 齢  

連 絡 先  年齢    歳くらい 

発

生

事

実 

目 的 
 

状 況 

 

対 応 状 況 

 

被害の有無 
 

そ の 他 

 

 



 

第３号様式（第１１条関係） 

警     告     書 

津市（記号番号） 

年  月  日 

 

  （氏   名） 様 

 

津市長 （氏   名） 印 

 

  津市公正公平な市政の確保に関する条例第８条第３項の規定により、次

のとおり警告します。 

  なお、この警告を行った後も、当該警告の原因となった不当要求行為を

中止しない場合は、同条第４項の規定により、あなたの氏名等を公表する

ことがあります。 

警告の原因となる事実 

 

警 告 の 内 容 

 

 



 

第４号様式（第１２条関係） 

（表） 

意見聴取通知書 

津市（記号番号） 

年  月  日 

 

  （氏   名） 様 

 

津市長（氏   名） 印 

 

  津市公正公平な市政の確保に関する条例施行規則第１２条第１項の規定

に基づき、次のとおり意見を述べる機会を付与しますので通知します。 

予定される公表の原因と

なる事実 

 

公表の根拠となる条項 
津市公正公平な市政の確保に関する条例第８

条第４項 

陳 述 書 の 提 出 期 限  

備 考 
※ 口頭による意見の聴取を行う場合に記載

すること。 

本件については、口頭による意見の聴取を

行いますので、次のとおり出頭してくださ

い。 

１ 出頭すべき日時 

２ 出頭すべき場所 

 （注） 意見の聴取に関しての留意事項は、裏面のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 



 

（裏） 

意見の聴取に関しての留意事項 

１ 陳述書には、あなたの住所及び氏名、日付並びに公表の原因となる事

実その他当該事実の内容についての意見を記載してください。 

  なお、口頭により意見の聴取が行われる場合は、陳述書の提出は必要

ありません。 

２ 意見を述べるときは、証拠書類を提出することができます。 

３ 提出期限までに陳述書の提出がないとき（口頭により意見の聴取が行

われる場合は、意見の聴取期日に出頭しないとき）は、意見を述べる機

会を放棄したものとして取り扱います。 

４ 口頭による意見の聴取が行われる場合、あなたに病気その他やむを得

ない理由があるときは、口頭による意見の聴取の日時又は場所の変更を

申し出ることができます。 

５ 意見の聴取に際して、あなたに代わり代理人を選任することができま

す。その場合は、意見聴取通知書の番号及び日付、代理人の住所及び氏

名並びに当該代理人に意見の聴取に関する一切の手続をすることを委任

する旨を明示した書類を提出してください。 

６ あなた又はあなたの代理人が、口頭による意見の聴取期日に出頭する

場合は、この意見聴取通知書を持参してください。 

 



 

第５号様式（第１２条関係） 

陳   述   書 

年  月  日 

 

  （宛先）津市長 

 

住所 

氏名 

 

  津市公正公平な市政の確保に関する条例施行規則第１２条第３項の規定

により、次のとおり提出します。 

意見聴取通知書の番号及

び日付 

 

公表の原因となる事実そ

の他当該事実の内容につ

いての意見 

 

備 考 

 

 （注１） 所定の欄に記載することができないときは、別紙に記載の上、 

これを添付すること。 

 （注２） 意見の陳述に当たって、証拠を提出するときは、これに添付す 

ること。 



 

第６号様式（第１７条関係） 

調査結果報告書 

津市（記号番号） 

年  月  日 

 

  （氏   名） 様 

 

津市公正職務推進委員会 

 

      年  月  日付けで通報がありました件について、津市公正

公平な市政の確保に関する条例施行規則第１７条第２項の規定に基づき、

調査の結果を、次のとおり通知します。 

件 名 
 

発 生 時 期 
 

発 生 場 所 
 

内 容 

 

調 査 結 果 

通報事実の有無 □ 通報事実あり 

        □ 通報事実なし 

 

 



津市事務分掌規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 令和３年１２月２４日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

津市規則第４１号 

   津市事務分掌規則の一部を改正する規則 

津市事務分掌規則（平成１８年津市規則第６号）の一部を次のように改正す

る。 

第２条第５項第５号の表中 

「福祉監査室 福祉監査担当」を 

「福祉監査室 福祉監査担当 

生活・暮らし支援臨時特別給付金推進室 臨時特別給付金推進担当」 

る。 

別表第１健康福祉部の表福祉政策課の部企画管理担当の項第８号中「福祉監

査室」の次に「及び生活・暮らし支援臨時特別給付金推進室」を加える。 

別表第３健康福祉部福祉政策課の表に次のように加える。 

生活・暮らし

支援臨時特別

給付金推進室 

臨時特別給付

金推進担当 

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付

金に関すること。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

に改め 



 津市会計規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年１２月２７日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

津市規則第４２号 

   津市会計規則の一部を改正する規則 

 津市会計規則（平成１８年津市規則第４２号）の一部を次のように改正する。 

 第１４条の２の見出し中「指定代理納付者」を「指定納付受託者」に改め、

同条第１項中「第２３１条の２第６項」を「第２３１条の２の３第１項」に、

「指定代理納付者」を「指定納付受託者」に改め、同条第２項中「指定代理納

付者」を「指定納付受託者」に改める。 

 第３３号様式（その１）中「３０，０００円」を「５０，０００円」に改め

る。 

 第３８号様式及び第５１号様式中「あて先」を「宛先」に改める。 

   附 則 

この規則は、令和４年１月４日から施行する。ただし、第３３号様式（その

１）、第３８号様式及び第５１号様式の改正規定は、公布の日から施行する。 

 

 



津市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和３年１２月２７日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

津市規則第４３号 

   津市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則 

 津市国民健康保険条例施行規則（平成１８年津市規則第１１３号）の一部を

次のように改正する。 

第２８条第１項中「１万６，０００円」を「１万２，０００円」に改める。 

附則第７項中「令和３年１２月３１日」を「令和４年３月３１日」に改める。 

附 則 

１ この規則中附則第７項の改正規定は公布の日から、第２８条第１項の改正

規定は令和４年１月１日から施行する。 

２ 改正後の第２８条第１項の規定は、令和４年１月１日以後の出産について

適用し、同日前の出産については、なお従前の例による。 



津市農林事業分担金等徴収条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布

する。 

 令和３年１２月２７日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

津市規則第４４号 

津市農林事業分担金等徴収条例施行規則の一部を改正する規則 

津市農林事業分担金等徴収条例施行規則（平成１８年津市規則第１６０号）

の一部を次のように改正する。 

第１条中「第７条」を「第９条」に改める。 

第２条中「別表」を「別表第１」に改める。 

第３条の見出しを「（決定通知）」に改め、同条中「第５条」を「第７条第

１項」に、「受益者分担金等決定通知書（第１号様式）」を「分担金等にあっ

ては受益者分担金等決定通知書（第１号様式）により、特別徴収金にあっては

特別徴収金決定通知書（第１号様式の２）」に改める。 

第４条の見出し中「分担金等の」を削り、同条第１項中「第６条」を「第８

条第１項」に改め、「により分担金等」の次に「又は特別徴収金」を加え、

「受益者分担金等徴収猶予申請書（第２号様式）」を「分担金等にあっては受

益者分担金等徴収猶予申請書（第２号様式）に、特別徴収金にあっては特別徴

収金徴収猶予申請書（第２号様式の２）」に改め、同条第２項中「受益者分担

金等徴収猶予申請書」の次に「又は特別徴収金徴収猶予申請書」を加え、「受

益者分担金等徴収猶予決定通知書（第３号様式）」を「分担金等にあっては受

益者分担金等徴収猶予決定通知書（第３号様式）により、特別徴収金にあって

は特別徴収金徴収猶予決定通知書（第３号様式の２）」に改める。 

第５条第１項中「分担金等」の次に「又は特別徴収金」を加え、同条第２項

中「受益者分担金等徴収猶予取消決定通知書（第４号様式）」を「分担金等に

あっては受益者分担金等徴収猶予取消決定通知書（第４号様式）により、特別

徴収金にあっては特別徴収金徴収猶予取消決定通知書（第４号様式の２）」に

改める。 

第６条第１項中「第６条」を「第８条第１項」に改める。 

第７条を第８条とし、第６条の次に次の１条を加える。 

（条例第８条第２項の規則で定める面積） 



第７条 条例第８条第２項の規則で定める面積は、別表第２の左欄に掲げる事

業に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる面積とする。 

別表を別表第１とし、同表の次に次の１表を加える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第２（第７条関係） 

事業 面積 

ほ場整備事業（土地

改良法（昭和２４年

法律第１９５号）第

８７条の３第１項の

規定により県が行う

事業を除く。） 

１０アール 

 

かんがい排水事業 当該事業の施行地域内における当該事業によって利

益を受ける土地全体の面積の１０分の１（当該事業

によって利益を受ける土地全体の面積が１００ヘク

タールを超えるものにあっては、１０ヘクタール) 

たん水防除事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



第１号様式の次に次の１様式を加える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式の２（第３条関係） 

 

特別徴収金決定通知書 

 

津市指令（記号番号）  

年  月  日  

 

  （氏   名） 様 

 

津市長 （氏   名） 印   

 

      年度分の特別徴収金の額を次のとおり決定したので、津市農林 

事業分担金等徴収条例施行規則第３条の規定により通知します。 

 

１ 事業名 

 

２ 特別徴収金の額 

 

３ 特別徴収金の納期限        年  月  日 

 

備考 

  １ 特別徴収金は、納入通知書によって納付してください。 

  ２ この通知書に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日 

から起算して３０日以内に、津市長に対して審査請求をすることがで 

きます。 

また、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６箇月以内に、 

津市を被告として処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  

 

 

 

 

 



第２号様式中 

「備考 徴収猶予を必要とする理由を証する書類を添付のこと。     」 

を 

「備考  

  １ 徴収猶予を必要とする理由を証する書類を添付してください。 

  ２ 受益者（法人にあっては、代表者）の氏名を自署する場合は、押印 

を省略することができます。                  」 

に改める。 

第２号様式の次に次の１様式を加える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２号様式の２（第４条関係） 

 

特別徴収金徴収猶予申請書 

 

津市指令（記号番号）  

年  月  日  

 

  （宛先）津市長 

 

（〒   ）     

住所           

申請者 氏名        ○印   

電話           

 

  次の理由により、    年度分の特別徴収金について徴収猶予される 

よう津市農林事業分担金等徴収条例施行規則第４条第１項の規定により申 

請します。 

 

１ 事業名 

 

２ 徴収猶予を受けようとする金額           円 

 

３ 徴収猶予を受けようとする期間      年  月  日から 

                       年  月  日まで 

 

 ４ 徴収猶予を必要とする理由 

 

 ５ 猶予期間終了後の納付計画 

   

 備考  

１ 徴収猶予を必要とする理由を証する書類を添付してください。 

  ２ 申請者（法人にあっては、代表者）の氏名を自署する場合は、押印 

を省略することができます。 



 第３号様式の次に次の１様式を加える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３号様式の２（第４条関係） 

 

特別徴収金徴収猶予決定通知書 

 

津市指令（記号番号）  

年  月  日  

 

  （氏   名） 様 

 

津市長 （氏   名） 印   

 

      年  月  日付けで申請のあった    年度分の特別徴収 

 金の徴収猶予について、次のとおり決定しましたので、津市農林事業分担 

金等徴収条例施行規則第４条第２項の規定により通知します。 

 

１ 事業名 

 

２ 決定区分     □ 承認    □ 承認しない 

 

３ 徴収猶予金額                   円 

 

４ 徴収猶予期間      年  月  日から 

年  月  日まで 

 

５ 承認しない理由 

 

教示 この通知書に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日

から起算して３箇月以内に、津市長に対して審査請求をすることがで

きます。 

また、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６箇月以内に、 

津市を被告として処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 

 



第４号様式の次に次の１様式を加える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４号様式の２（第５条関係） 

 

特別徴収金徴収猶予取消決定通知書 

 

津市指令（記号番号）  

年  月  日  

 

  （氏   名） 様 

 

津市長 （氏   名） 印   

 

 

      年  月  日付けで承認した    年度分の特別徴収金の 

徴収猶予について、次のとおり徴収猶予を取り消しましたので、直ちに納 

付されますよう津市農林事業分担金等徴収条例施行規則第５条第２項の規 

定により通知します。 

 

１ 事業名 

 

２ 徴収猶予取消金額                 円 

 

３ 徴収猶予を取り消す期間      年  月  日から 

                    年  月  日まで 

 

 ４ 納期限 

 

 ５ 取消理由 

 

教示 この通知書に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日 

から起算して３箇月以内に、津市長に対して審査請求をすることがで 

きます。 

また、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６箇月以内に、 

津市を被告として処分の取消しの訴えを提起することができます。 



第５号様式中 

「備考 減免を必要とする理由を証する書類を添付のこと。       」 

を 

「備考  

  １ 減免を必要とする理由を証する書類を添付してください。 

  ２ 受益者（法人にあっては、代表者）の氏名を自署する場合は、押印 

を省略することができます。                  」 

に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和４年１月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



津市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。 

  令和３年１２月２８日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

津市規則第４５号 

   津市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部を改正する規則 

 津市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（平成１８年津市規則第２

２号）の一部を次のように改正する。 

 第２１条第１項中第２６号を第２７号とし、第９号から第２５号までを１号

ずつ繰り下げ、第８号の次に次の１号を加える。 

   職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが相当であると認め

られる場合 一の年において５日（当該通院等が体外受精その他の市長が

定める不妊治療に係るものである場合にあっては、１０日）の範囲内の期

間 

 第２１条第２項及び第３項中「第１３号から第１６号まで」を「第９号並び 

に第１４号から第１７号まで」に、「すべて」を「全て」に改め、同条第４項 

中「第１３号から第１６号まで」を「第９号並びに第１４号から第１７号まで」 

に改める。 

 第２３条中「第２１条第１項第９号及び第１０号」を「第２１条第１項第１

０号及び第１１号」に改める。 

 第２６条第２項中「第２１条第１項第９号」を「第２１条第１項第１０号」

に改め、同条第３項中「第２１条第１項第１０号」を「第２１条第１項第１１

号」に改める。 

 第１号様式及び第２号様式中「 」を削る。 

   附 則 

この規則は、令和４年１月１日から施行する。 

 



津市訓令第９号 

庁中一般  

出先機関  

 津市事務専決規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

  令和３年１２月２４日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

   津市事務専決規程の一部を改正する訓令 

 津市事務専決規程（平成１８年津市訓令第４号）の一部を次のように改正す

る。 

 別表第４個別専決事項の表健康福祉部福祉政策課の表に次のように加える。 

生活・

暮らし

支援臨

時特別

給付金

推進室 

住民税非課税世帯等に対

する臨時特別給付金に関

すること。 

 軽 易

な も

の 

や や

重 要

な も

の 

重 要

な も

の 

特 に

重 要

な も

の 

   附 則 

 この訓令は、公布の日から施行する。 



津市訓令第１０号 

庁中一般 

出先機関 

 津市会計年度任用職員の任用、勤務条件及び身分取扱いに関する規程の一部

を改正する訓令を次のように定める。 

  令和３年１２月２８日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

   津市会計年度任用職員の任用、勤務条件及び身分取扱いに関する規程の

一部を改正する訓令 

 津市会計年度任用職員の任用、勤務条件及び身分取扱いに関する規程（令和

２年津市訓令第８号）の一部を次のように改正する。 

 第８条第３項中「別表第２ 及び 」を「別表第１ 、 及び の休暇並び

に別表第２ 及び 」に改める。 

 別表第１に次のように加える。 

  会計年度任用職員（１週間の勤務日

が３日以上とされている者又は週以外

の期間によって勤務日が定められてい

る者（１年間の勤務日が１２１日以上

である会計年度任用職員に限る。）で

あって、６箇月以上の任期が定められ

ているもの又は６箇月以上継続勤務し

ているものに限る。）が不妊治療に係

る通院等のため勤務しないことが相当

であると認められる場合 

一の年度（４月１日から翌年の３

月３１日までをいう。以下同じ。）

において５日（当該通院等が体外

受精その他の市長が定める不妊治

療に係るものである場合にあって

は、１０日）（勤務日ごとの勤務

時間の時間数が同一でない会計年

度任用職員にあっては、その者の

勤務時間を考慮し、市長が定める

時間）の範囲内の期間 

  ６週間（多胎妊娠の場合にあっては、

１４週間）以内に出産する予定である

女子の会計年度任用職員が申し出た場

合 

出産の日までの申し出た期間 

 

 

  女子の会計年度任用職員が出産した

出産の日の翌日から８週間を経過

する日までの期間（産後６週間を

経過した女子の会計年度任用職員



場合 が就業を申し出た場合において医

師が支障がないと認めた業務に就

く期間を除く。） 

  会計年度任用職員（１週間の勤務日

が３日以上とされている者又は週以外

の期間によって勤務日が定められてい

る者（１年間の勤務日が１２１日以上

である会計年度任用職員に限る。）で

あって、６箇月以上の任期が定められ

ているもの又は６箇月以上継続勤務し

ているものに限る。）が妻（届出をし

ないが事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者を含む。以下同じ。）の出産に

伴い勤務しないことが相当であると認

められる場合 

市長が定める期間内における２日

（勤務日ごとの勤務時間の時間数

が同一でない会計年度任用職員に

あっては、その者の勤務時間を考

慮し、市長が定める時間）の範囲

内の期間 

  会計年度任用職員の妻が出産する場

合であってその出産予定日の６週間

（多胎妊娠の場合にあっては、１４週

間）前の日から当該出産の日後８週間

を経過する日までの期間にある場合に

おいて、当該出産に係る子（条例第９

条第１項において子に含まれるものと

される者を含む。別表第２ ア及びウ

を除き、以下同じ。）又は小学校就学

の始期に達するまでの子（妻の子を含

む。）を養育する会計年度任用職員

（１週間の勤務日が３日以上とされて

いる者又は週以外の期間によって勤務

日が定められている者（１年間の勤務

日が１２１日以上である会計年度任用

職員に限る。）であって、６箇月以上

の任期が定められているもの又は６箇

月以上継続勤務しているものに限る。）

当該期間内における５日（勤務日

ごとの勤務時間の時間数が同一で

ない会計年度任用職員にあっては、

その者の勤務時間を考慮し、市長

が定める時間）の範囲内の期間 



が、これらの子の養育のため勤務しな

いことが相当であると認められるとき。

 別表第２第１号及び第２号を削り、同表第３号中「（条例第９条第１項にお

いて子に含まれるものとされる者を含む。別表第２ ア及びウを除き、以下こ

の表において同じ。）」を削り、同号を同表第１号とし、同表第４号中「別表

第２ 」を「別表第２ 」に改め、「（４月１日から翌年の３月３１日までを

いう。以下この表において同じ。）」を削り、同号を同表第２号とし、同表第

５号中「別表第２ 」を「別表第２ 」に改め、同号を同表第３号とし、同表

中第６号を第４号とし、第７号を第５号とし、第８号を第６号とし、同表第９

号中「別表第２ から 」を「別表第２ から 」に改め、同号を同表第７号

とし、同表第１０号を同表第８号とする。 

 第１号様式から第３号様式まで及び第５号様式中「 」を削る。 

附 則 

この訓令は、令和４年１月１日から施行する。 



津市告示第２９３号 

 都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第５条の５第１項の規定に基づき公

募設置等計画を認定したため、同条第２項の規定により告示する。 

  令和３年１２月２２日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 公募設置等計画の対象となる都市公園 

   名称 中勢グリーンパーク 

   位置 津市あのつ台五丁目７５７番地１ 

２ 認定計画提出者 

  中勢ＧＰ未来会議 

   代表法人 株式会社宝輪 

   構成法人 株式会社浅井農園、イケダアクト株式会社 

３ 認定日 

  令和３年１２月１４日 

４ 認定の有効期間 

  令和３年１２月１４日から令和２３年３月３１日まで 

５ 指定した公募対象公園施設の場所 

  別紙のとおり 



別紙 

 

公募対象公園施設の場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公募対象公園施設の区域 



 

 

津市告示第２９４号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第９条の規定に基づき、次のように市

道路線に認定した。 

 その関係図面は、津市建設部建設政策課において、告示の日から２週間一般

の縦覧に供する。 

  令和３年１２月２４日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

整理番号 路線名 
起点 重要な 

経過地 終点 

２６４９ 一身田中野第３４号線 
津市一身田中野 

 
津市一身田中野 

２６５０ 一身田中野第３５号線 
津市一身田中野 

 
津市一身田中野 

３９３７ 鳥居町第１２号線 
津市鳥居町 

 
津市鳥居町 

３９３８ 鳥居町第１３号線 
津市鳥居町 

 
津市鳥居町 

４３６４ 桜田町第１１号線 
津市桜田町 

 
津市桜田町 

７４８２ 高茶屋小森町第５７号線 
津市高茶屋小森町 

 
津市高茶屋小森町 

７４８３ 高茶屋小森山第５２号線 
津市高茶屋小森町 

 
津市高茶屋小森町 

７４８４ 雲出伊倉津町第３９号線 
津市雲出伊倉津町 

 
津市雲出伊倉津町 

２５７９ 青葉台２９号線 
津市青葉台一丁目 

 
津市青葉台一丁目 

２５８０ 青葉台３０号線 
津市青葉台一丁目 

 
津市青葉台一丁目 

２５８１ 青葉台３１号線 津市青葉台一丁目  



 

 

津市青葉台一丁目 

２５８２ 青葉台３２号線 
津市青葉台二丁目 

 
津市青葉台二丁目 

２５８３ 青葉台３３号線 
津市青葉台二丁目 

 
津市青葉台二丁目 

２５８４ 青葉台３４号線 
津市青葉台二丁目 

 
津市青葉台二丁目 

２５８５ 青葉台３５号線 
津市青葉台二丁目 

 
津市青葉台二丁目 

２５８６ 青葉台３６号線 
津市青葉台二丁目 

 
津市青葉台二丁目 

２５８７ 青葉台３７号線 
津市青葉台二丁目 

 
津市青葉台二丁目 

２５８８ 青葉台３８号線 
津市青葉台二丁目 

 
津市青葉台二丁目 

２５８９ 青葉台３９号線 
津市青葉台二丁目 

 
津市青葉台二丁目 

２５９０ 青葉台４０号線 
津市青葉台二丁目 

 
津市青葉台二丁目 

２５９１ 青葉台４１号線 
津市青葉台二丁目 

 
津市青葉台二丁目 

２５９２ 青葉台４２号線 
津市青葉台二丁目 

 
津市青葉台二丁目 

３６０９ 上野２３号線 
津市河芸町上野 

 
津市河芸町上野 

３６１０ 上野２４号線 
津市河芸町上野 

 
津市河芸町上野 

６５１５ 杜の街１４号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５１６ 杜の街１５号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５１７ 杜の街１６号線 津市河芸町杜の街二丁目  



 

 

津市河芸町杜の街二丁目 

６５１８ 杜の街１７号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５１９ 杜の街１８号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５２０ 杜の街１９号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５２１ 杜の街２０号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５２２ 杜の街２１号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５２３ 杜の街２２号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５２４ 杜の街２３号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５２５ 杜の街２４号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５２６ 杜の街２５号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５２７ 杜の街２６号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５２８ 杜の街２７号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５２９ 杜の街２８号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５３０ 杜の街２９号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５３１ 杜の街３０号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５３２ 杜の街３１号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５３３ 杜の街３２号線 津市河芸町杜の街二丁目  



 

 

津市河芸町杜の街二丁目 

６５３４ 杜の街３３号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５３５ 杜の街３４号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５３６ 杜の街３５号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５３７ 杜の街３６号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５３８ 杜の街３７号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５３９ 杜の街３８号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５４０ 杜の街３９号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５４１ 杜の街４０号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５４２ 杜の街４１号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５４３ 杜の街４２号線 
津市河芸町杜の街二丁目 

 
津市河芸町杜の街二丁目 

６５４４ 杜の街４３号線 
津市河芸町杜の街三丁目 

 
津市河芸町杜の街三丁目 

６５４５ 杜の街４４号線 
津市河芸町杜の街三丁目 

 
津市河芸町杜の街三丁目 

６５４６ 杜の街４５号線 
津市河芸町杜の街三丁目 

 
津市河芸町杜の街三丁目 

６５４７ 杜の街４６号線 
津市河芸町杜の街三丁目 

 
津市河芸町杜の街三丁目 

６５４８ 杜の街４７号線 
津市河芸町杜の街三丁目 

 
津市河芸町杜の街三丁目 

６５４９ 杜の街４８号線 津市河芸町杜の街三丁目  



 

 

津市河芸町杜の街三丁目 

６５５０ 杜の街４９号線 
津市河芸町杜の街三丁目 

 
津市河芸町杜の街三丁目 

６５５１ 杜の街５０号線 
津市河芸町杜の街三丁目 

 
津市河芸町杜の街三丁目 

６５５２ 杜の街５１号線 
津市河芸町杜の街三丁目 

 
津市河芸町杜の街三丁目 

６５５３ 杜の街５２号線 
津市河芸町杜の街三丁目 

 
津市河芸町杜の街三丁目 

６５５４ 杜の街５３号線 
津市河芸町杜の街三丁目 

 
津市河芸町杜の街三丁目 

６５５５ 杜の街５４号線 
津市河芸町杜の街三丁目 

 
津市河芸町杜の街三丁目 

６５５６ 杜の街５５号線 
津市河芸町杜の街三丁目 

 
津市河芸町杜の街三丁目 

６５５７ 杜の街５６号線 
津市河芸町杜の街三丁目 

 
津市河芸町杜の街三丁目 

６５５８ 杜の街５７号線 
津市河芸町杜の街三丁目 

 
津市河芸町杜の街三丁目 

６５５９ 杜の街５８号線 
津市河芸町杜の街三丁目 

 
津市河芸町杜の街三丁目 

６５６０ 杜の街５９号線 
津市河芸町杜の街三丁目 

 
津市河芸町杜の街三丁目 

６５６１ 杜の街６０号線 
津市河芸町杜の街三丁目 

 
津市河芸町杜の街三丁目 

６５６２ 杜の街６１号線 
津市河芸町杜の街三丁目 

 
津市河芸町杜の街三丁目 

４１７０ 高野３６５号線 
津市一志町高野 

 
津市一志町高野 

４１７１ 高野３６６号線 
津市一志町高野 

 
津市一志町高野 

４１７２ 高野３６７号線 津市一志町高野  



 

 

津市一志町高野 

２６５１ 大里窪田町第２６号線 
津市大里窪田町 

 
津市大里窪田町 

 



 

 

津市告示第２９５号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次の

ように市道路線の区域を決定した。 

 その関係図面は、津市建設部建設政策課において、告示の日から２週間一般

の縦覧に供する。 

  令和３年１２月２４日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

整理番号 路線名 区域決定の区間 
延長(ｍ) 

幅員(ｍ) 

２６４９ 
一身田中野第３ 

４号線 

津市一身田中野字東野１１３番１６ 

地先から津市一身田中野字東野１１ 

３番１５地先まで 

27.7 

5.8～ 

9.4 

２６５０ 
一身田中野第３ 

５号線 

津市一身田中野字東野１１３番１６ 

地先から津市一身田中野字東野１１ 

３番１１地先まで 

48.7 

6.0～ 

13.1 

３９３７ 
鳥居町第１２号 

線 

津市鳥居町３３番４地先から津市鳥 

居町３３番１地先まで 

87.5 

6.0～ 

9.4 

３９３８ 
鳥居町第１３号 

線 

津市鳥居町３３番１５地先から津市 

鳥居町６６番３地先まで 

53.7 

6.0～ 

13.0 

４３６４ 
桜田町第１１号 

線 

津市桜田町６８番地先から津市桜田 

町６９番６地先まで 

47.0 

6.0～ 

9.5 

７４８２ 
高茶屋小森町第 

５７号線 

津市高茶屋小森町字四ツ野１４５１ 

番３５地先から津市高茶屋小森町字 

四ツ野１４５１番３０地先まで 

40.4 

6.0～ 

9.0 

７４８３ 
高茶屋小森山第 

５２号線 

津市高茶屋小森町字向山１７１４番 

３８地先から津市高茶屋小森町字向 

山１７１４番４１地先まで 

72.5 

6.0～ 

13.1 



 

 

７４８４ 
雲出伊倉津町第 

３９号線 

津市雲出伊倉津町字十七割１２９５ 

番１地先から津市雲出伊倉津町字十 

七割１２８５番５地先まで 

235.0 

5.4～ 

8.5 

２５７９ 青葉台２９号線 
津市青葉台一丁目３５番６地先から 

津市青葉台一丁目３９番７地先まで 

434.9 

6.0～ 

12.6 

２５８０ 青葉台３０号線 
津市青葉台一丁目３６番１地先から 

津市青葉台一丁目３８番６地先まで 

251.1 

6.0～ 

9.7 

２５８１ 青葉台３１号線 
津市青葉台一丁目３８番３地先から 

津市青葉台一丁目３８番２地先まで 

26.6 

6.0～ 

13.2 

２５８２ 青葉台３２号線 津市青葉台二丁目５番１地先内 

15.2 

6.0～ 

13.1 

２５８３ 青葉台３３号線 
津市青葉台二丁目６番１地先から津 

市青葉台二丁目１８番９地先まで 

187.6 

6.0～ 

13.1 

２５８４ 青葉台３４号線 
津市青葉台二丁目１３番９地先から 

津市青葉台二丁目１８番１地先まで 

147.9 

6.0～ 

13.1 

２５８５ 青葉台３５号線 
津市青葉台二丁目２０番９地先から 

津市青葉台二丁目２０番１地先まで 

114.6 

6.0～ 

12.9 

２５８６ 青葉台３６号線 
津市青葉台二丁目１９番９地先から 

津市青葉台二丁目１９番１地先まで 

114.3 

6.0～ 

13.4 

２５８７ 青葉台３７号線 
津市青葉台二丁目６番１地先から津 

市青葉台二丁目１６番４地先まで 

213.6 

6.0～ 

10.5 

  津市青葉台二丁目２２番３地先から 71.9 



 

 

２５８８ 青葉台３８号線 津市青葉台二丁目２２番７地先まで 6.0～ 

12.8 

２５８９ 青葉台３９号線 
津市青葉台二丁目１４番１地先から 

津市青葉台二丁目１６番１地先まで 

146.7 

6.0～ 

11.9 

２５９０ 青葉台４０号線 
津市青葉台二丁目２４番１地先から 

津市青葉台二丁目２４番７地先まで 

121.0 

6.0～ 

15.5 

２５９１ 青葉台４１号線 

津市青葉台二丁目２６番３地先から 

津市青葉台二丁目２５番１１地先ま 

で 

66.6 

6.0～ 

9.4 

２５９２ 青葉台４２号線 
津市青葉台二丁目２４番８地先から 

津市青葉台二丁目２４番５地先まで 

19.4 

10.0～ 

17.1 

３６０９ 上野２３号線 

津市河芸町上野字市場山６４９番４ 

地先から津市河芸町上野字市場山６ 

２１番２地先まで 

177.1 

4.0～ 

10.3 

３６１０ 上野２４号線 
津市河芸町上野字市場山６４９番１ 

４地先内 

20.2 

4.0～ 

6.6 

６５１５ 杜の街１４号線 

津市河芸町杜の街二丁目３０番１８ 

地先から津市河芸町杜の街二丁目２ 

９番７地先まで 

434.0 

6.0～ 

13.7 

６５１６ 杜の街１５号線 

津市河芸町杜の街二丁目２１番１２ 

地先から津市河芸町杜の街二丁目２ 

９番７地先まで 

210.4 

6.0～ 

16.0 

６５１７ 杜の街１６号線 

津市河芸町杜の街二丁目２８番６地 

先から津市河芸町杜の街二丁目２８ 

番１２地先まで 

122.4 

6.0～ 

19.1 

６５１８ 杜の街１７号線 

津市河芸町杜の街二丁目２６番８地 

先から津市河芸町杜の街二丁目２６ 

番１地先まで 

118.1 

6.0～ 

16.1 



 

 

６５１９ 杜の街１８号線 

津市河芸町杜の街二丁目２５番６地 

先から津市河芸町杜の街二丁目２５ 

番１地先まで 

140.0 

5.0～ 

12.1 

６５２０ 杜の街１９号線 

津市河芸町杜の街二丁目２１番１２ 

地先から津市河芸町杜の街二丁目２ 

２番１０地先まで 

141.1 

6.0～ 

16.0 

６５２１ 杜の街２０号線 

津市河芸町杜の街二丁目２５番１９ 

地先から津市河芸町杜の街二丁目２ 

３番１３地先まで 

77.5 

5.0～ 

17.0 

６５２２ 杜の街２１号線 

津市河芸町杜の街二丁目２３番１１ 

地先から津市河芸町杜の街二丁目２ 

３番５地先まで 

75.0 

5.0～ 

12.1 

６５２３ 杜の街２２号線 

津市河芸町杜の街二丁目２１番７地 

先から津市河芸町杜の街二丁目２０ 

番１地先まで 

129.5 

6.0～ 

16.0 

６５２４ 杜の街２３号線 

津市河芸町杜の街二丁目２３番１９ 

地先から津市河芸町杜の街二丁目２ 

２番１地先まで 

147.5 

6.0～ 

17.6 

６５２５ 杜の街２４号線 

津市河芸町杜の街二丁目９番２地先 

から津市河芸町杜の街二丁目２８番 

５地先まで 

382.7 

6.0～ 

11.0 

６５２６ 杜の街２５号線 

津市河芸町杜の街二丁目１０番１７ 

地先から津市河芸町杜の街二丁目１ 

３番６地先まで 

156.7 

5.0～ 

16.4 

６５２７ 杜の街２６号線 

津市河芸町杜の街二丁目１７番８地 

先から津市河芸町杜の街二丁目１３ 

番８地先まで 

133.3 

5.0～ 

12.1 

６５２８ 杜の街２７号線 

津市河芸町杜の街二丁目１６番７地 

先から津市河芸町杜の街二丁目１３ 

番９地先まで 

114.3 

5.0～ 

12.0 

  津市河芸町杜の街二丁目１５番７地 126.5 



 

 

６５２９ 杜の街２８号線 先から津市河芸町杜の街二丁目１３ 

番１地先まで 

5.0～ 

12.0 

６５３０ 杜の街２９号線 

津市河芸町杜の街二丁目１２番１地 

先から津市河芸町杜の街二丁目１３ 

番５地先まで 

118.3 

6.0～ 

15.7 

６５３１ 杜の街３０号線 

津市河芸町杜の街二丁目３０番１地 

先から津市河芸町杜の街二丁目３６ 

番１３地先まで 

285.2 

6.0～ 

19.2 

６５３２ 杜の街３１号線 

津市河芸町杜の街二丁目３１番１地 

先から津市河芸町杜の街二丁目３８ 

番１地先まで 

469.7 

6.0～ 

16.9 

６５３３ 杜の街３２号線 

津市河芸町杜の街二丁目３８番６地 

先から津市河芸町杜の街二丁目３８ 

番１１地先まで 

91.8 

6.0～ 

18.2 

６５３４ 杜の街３３号線 

津市河芸町杜の街二丁目３５番８地 

先から津市河芸町杜の街二丁目３３ 

番８地先まで 

104.8 

6.0～ 

16.0 

６５３５ 杜の街３４号線 

津市河芸町杜の街二丁目３３番１２ 

地先から津市河芸町杜の街二丁目３ 

３番２地先まで 

75.0 

5.0～ 

17.0 

６５３６ 杜の街３５号線 

津市河芸町杜の街二丁目３５番１地 

先から津市河芸町杜の街二丁目３３ 

番７地先まで 

77.0 

5.0～ 

12.1 

６５３７ 杜の街３６号線 

津市河芸町杜の街二丁目３２番５地 

先から津市河芸町杜の街二丁目３２ 

番１０地先まで 

137.6 

5.0～ 

12.1 

６５３８ 杜の街３７号線 

津市河芸町杜の街二丁目９番２地先 

から津市河芸町杜の街二丁目１番１ 

地先まで 

337.8 

6.0～ 

11.2 

６５３９ 杜の街３８号線 

津市河芸町杜の街二丁目５番４地先 

から津市河芸町杜の街二丁目３番６ 

地先まで 

254.4 

6.0～ 

16.0 



 

 

６５４０ 杜の街３９号線 

津市河芸町杜の街二丁目７番１０地 

先から津市河芸町杜の街二丁目６番 

１地先まで 

79.7 

5.0～ 

12.4 

６５４１ 杜の街４０号線 

津市河芸町杜の街二丁目６番５地先 

から津市河芸町杜の街二丁目６番１ 

地先まで 

75.8 

5.0～ 

12.1 

６５４２ 杜の街４１号線 

津市河芸町杜の街二丁目５番５地先 

から津市河芸町杜の街二丁目２番７ 

地先まで 

145.5 

5.0～ 

12.1 

６５４３ 杜の街４２号線 

津市河芸町杜の街二丁目５番１２地 

先から津市河芸町杜の街二丁目５番 

１地先まで 

86.7 

5.0～ 

12.1 

６５４４ 杜の街４３号線 

津市河芸町杜の街三丁目１番１地先 

から津市河芸町杜の街三丁目１番８ 

地先まで 

142.1 

6.0～ 

13.2 

６５４５ 杜の街４４号線 

津市河芸町杜の街三丁目１番１７地 

先から津市河芸町杜の街三丁目１番 

８地先まで 

161.0 

6.0～ 

19.1 

６５４６ 杜の街４５号線 

津市河芸町杜の街三丁目３番１３地 

先から津市河芸町杜の街三丁目７番 

７地先まで 

148.6 

5.0～ 

16.5 

６５４７ 杜の街４６号線 

津市河芸町杜の街三丁目９番１地先 

から津市河芸町杜の街三丁目６番４ 

地先まで 

111.9 

5.0～ 

12.6 

６５４８ 杜の街４７号線 

津市河芸町杜の街三丁目６番１地先 

から津市河芸町杜の街三丁目６番５ 

地先まで 

100.8 

6.0～ 

11.1 

６５４９ 杜の街４８号線 

津市河芸町杜の街三丁目７番１地先 

から津市河芸町杜の街三丁目２番１ 

地先まで 

490.5 

6.0～ 

10.9 

  津市河芸町杜の街三丁目１２番１地 104.4 



 

 

６５５０ 杜の街４９号線 先から津市河芸町杜の街三丁目８番 

１地先まで 

6.0～ 

17.5 

６５５１ 杜の街５０号線 

津市河芸町杜の街三丁目８番７地先 

から津市河芸町杜の街三丁目８番１ 

地先まで 

111.5 

5.0～ 

12.1 

６５５２ 杜の街５１号線 

津市河芸町杜の街三丁目１０番８地 

先から津市河芸町杜の街三丁目１０ 

番１地先まで 

111.5 

5.0～ 

12.1 

６５５３ 杜の街５２号線 

津市河芸町杜の街三丁目１１番８地 

先から津市河芸町杜の街三丁目１１ 

番１地先まで 

111.5 

5.0～ 

12.1 

６５５４ 杜の街５３号線 

津市河芸町杜の街三丁目１７番１地 

先から津市河芸町杜の街三丁目１３ 

番１地先まで 

106.5 

6.0～ 

16.3 

６５５５ 杜の街５４号線 

津市河芸町杜の街三丁目１３番４地 

先から津市河芸町杜の街三丁目１３ 

番１地先まで 

70.2 

5.0～ 

12.2 

６５５６ 杜の街５５号線 

津市河芸町杜の街三丁目１５番６地 

先から津市河芸町杜の街三丁目１５ 

番１地先まで 

88.3 

5.0～ 

12.3 

６５５７ 杜の街５６号線 

津市河芸町杜の街三丁目１６番７地 

先から津市河芸町杜の街三丁目１６ 

番１地先まで 

98.2 

5.0～ 

12.5 

６５５８ 杜の街５７号線 

津市河芸町杜の街三丁目９番５地先 

から津市河芸町杜の街三丁目９番３ 

地先まで 

34.5 

6.0～ 

16.3 

６５５９ 杜の街５８号線 

津市河芸町杜の街三丁目１８番６地 

先から津市河芸町杜の街三丁目２１ 

番７地先まで 

322.4 

6.0～ 

16.7 

６５６０ 杜の街５９号線 

津市河芸町杜の街三丁目２２番１２ 

地先から津市河芸町杜の街三丁目２ 

２番７地先まで 

87.0 

6.0～ 

16.3 



 

 

６５６１ 杜の街６０号線 

津市河芸町杜の街三丁目２０番１地 

先から津市河芸町杜の街三丁目２０ 

番６地先まで 

82.2 

5.0～ 

12.3 

６５６２ 杜の街６１号線 

津市河芸町杜の街三丁目２１番１地 

先から津市河芸町杜の街三丁目２１ 

番６地先まで 

82.0 

5.0～ 

12.3 

４１７０ 高野３６５号線 

津市一志町高野字池辺２２６番５地 

先から津市一志町高野字池辺２２６ 

番９地先まで 

46.9 

6.0～ 

13.1 

４１７１ 高野３６６号線 

津市一志町高野字池辺２２６番５地 

先から津市一志町高野字池辺２２６ 

番１地先まで 

24.3 

6.0～ 

9.5 

４１７２ 高野３６７号線 

津市一志町高野字池ノ下２０３番１ 

２地先から津市一志町高野字池ノ下 

２０３番１４地先まで 

32.2 

6.0～ 

13.1 

２６５１ 
大里窪田町第２ 

６号線 

津市大里窪田町字東鳶２００２番１ 

地先から津市大里窪田町字中鳶１７ 

７６番１地先まで 

245.8 

1.9～ 

9.8 

 



 

 

津市告示第２９６号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次の

ように市道路線の区域を変更した。 

 その関係図面は、津市建設部建設政策課において、告示の日から２週間一般

の縦覧に供する。 

  令和３年１２月２４日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 路線名 ２３２６ 一身田中野第１２号線 

道路の区域 

区域 
新旧

の別 

幅員

（ｍ） 

延長

（ｍ） 

津市一身田中野字東野１１３番１６地先から津 

市一身田中野字東野１１３番２０地先まで 
旧 

4.7～ 

8.0 
6.5 

津市一身田中野字東野１１３番１６地先から津 

市一身田中野字東野１１３番２０地先まで 
新 

6.5～ 

8.0 
6.5 

２ 路線名 ３１２８ 栄町観音寺町線 

道路の区域 

区域 
新旧

の別 

幅員

（ｍ） 

延長

（ｍ） 

津市鳥居町３７番２地先から津市鳥居町３３番 

４地先まで 
旧 

4.1～ 

4.8 
12.8 

津市鳥居町３７番２地先から津市鳥居町３３番 

４地先まで 
新 

5.9～ 

6.7 
12.8 

３ 路線名 ４２２３ 南新町東西第２号線 

道路の区域 

区域 
新旧

の別 

幅員

（ｍ） 

延長

（ｍ） 

津市桜田町６８番地先から津市桜田町６９番１ 

地先まで 
旧 6.3 11.3 

津市桜田町６８番地先から津市桜田町６９番１ 新 7.3 11.3 



 

 

地先まで    

４ 路線名 １７１３ 元町４３号線 

道路の区域 

区域 
新旧

の別 

幅員

（ｍ） 

延長

（ｍ） 

津市久居元町字北出２１７０番２地先から津市 

久居元町字北出２１７７番１２地先まで 
旧 2.0 38.4 

津市久居元町字北出２１７３番地先から津市久 

居元町字北出２１７７番１２地先まで 
新 

4.0～ 

7.0 
38.4 

５ 路線名 １８６９ 戸木北１０号線 

道路の区域 

区域 
新旧

の別 

幅員

（ｍ） 

延長

（ｍ） 

津市戸木町字北興７８５８番１地先内 旧 
2.9～ 

3.1 
18.5 

津市戸木町字北興７８５８番１地先内 新 4.0 18.5 

６ 路線名 ２５６７ 野村７３号線 

道路の区域 

区域 
新旧

の別 

幅員

（ｍ） 

延長

（ｍ） 

津市久居野村町字池尻２００６番１２地先から 

津市久居野村町字池尻２００６番２４地先まで 
新 6.0 23.3 

７ 路線名 ５６０ 八幡前響野１号線 

道路の区域 

区域 
新旧

の別 

幅員

（ｍ） 

延長

（ｍ） 

津市芸濃町椋本字響野２１７３番６地先から津 

市芸濃町椋本字響野２２５１番１地先まで 
旧 2.0 49.2 

津市芸濃町椋本字響野２１７３番７地先内 新 
6.0～ 

9.8 
49.2 

８ 路線名 ３８３７ 野端１号線 

区域 新旧 幅員 延長 



 

 

 の別 （ｍ） （ｍ） 

津市安濃町草生字野端２３７番６４地先から津 

市安濃町草生字野端２３７番７３地先まで 
新 6.0 40.9 

 



津市告示第２９７号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次の

ように市道路線の供用を開始する。 

 その関係図面は、津市建設部建設政策課において、告示の日から２週間一般

の縦覧に供する。 

  令和３年１２月２４日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

整理番号 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始年月日 

２６４９ 
一身田中野第３ 

４号線 

津市一身田中野字東野１１３番 

１６地先から津市一身田中野字 

東野１１３番１５地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

２６５０ 
一身田中野第３ 

５号線 

津市一身田中野字東野１１３番 

１６地先から津市一身田中野字 

東野１１３番１１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

３９３７ 
鳥居町第１２号 

線 

津市鳥居町３３番４地先から津 

市鳥居町３３番１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

３９３８ 
鳥居町第１３号 

線 

津市鳥居町３３番１５地先から 

津市鳥居町６６番３地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

４３６４ 
桜田町第１１号 

線 

津市桜田町６８番地先から津市 

桜田町６９番６地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

７４８２ 
高茶屋小森町第 

５７号線 

津市高茶屋小森町字四ツ野１４ 

５１番３５地先から津市高茶屋 

小森町字四ツ野１４５１番３０ 

地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

７４８３ 
高茶屋小森山第 

５２号線 

津市高茶屋小森町字向山１７１ 

４番３８地先から津市高茶屋小 

森町字向山１７１４番４１地先 

まで 

令和３年１２月 

２４日 

７４８４ 
雲出伊倉津町第 

３９号線 

津市雲出伊倉津町字十七割１２ 

９５番１地先から津市雲出伊倉 

令和３年１２月 

２４日 



  
津町字十七割１２８５番５地先 

まで 
 

２５７９ 青葉台２９号線 

津市青葉台一丁目３５番６地先 

から津市青葉台一丁目３９番７ 

地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

２５８０ 青葉台３０号線 

津市青葉台一丁目３６番１地先 

から津市青葉台一丁目３８番６ 

地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

２５８１ 青葉台３１号線 

津市青葉台一丁目３８番３地先 

から津市青葉台一丁目３８番２ 

地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

２５８２ 青葉台３２号線 津市青葉台二丁目５番１地先内 
令和３年１２月 

２４日 

２５８３ 青葉台３３号線 

津市青葉台二丁目６番１地先か 

ら津市青葉台二丁目１８番９地 

先まで 

令和３年１２月 

２４日 

２５８４ 青葉台３４号線 

津市青葉台二丁目１３番９地先 

から津市青葉台二丁目１８番１ 

地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

２５８５ 青葉台３５号線 

津市青葉台二丁目２０番９地先 

から津市青葉台二丁目２０番１ 

地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

２５８６ 青葉台３６号線 

津市青葉台二丁目１９番９地先 

から津市青葉台二丁目１９番１ 

地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

２５８７ 青葉台３７号線 

津市青葉台二丁目６番１地先か 

ら津市青葉台二丁目１６番４地 

先まで 

令和３年１２月 

２４日 

２５８８ 青葉台３８号線 

津市青葉台二丁目２２番３地先 

から津市青葉台二丁目２２番７ 

地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

２５８９ 青葉台３９号線 津市青葉台二丁目１４番１地先 令和３年１２月 



  
から津市青葉台二丁目１６番１ 

地先まで 

２４日 

 

２５９０ 青葉台４０号線 

津市青葉台二丁目２４番１地先 

から津市青葉台二丁目２４番７ 

地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

２５９１ 青葉台４１号線 

津市青葉台二丁目２６番３地先 

から津市青葉台二丁目２５番１ 

１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

２５９２ 青葉台４２号線 

津市青葉台二丁目２４番８地先 

から津市青葉台二丁目２４番５ 

地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

３６０９ 上野２３号線 

津市河芸町上野字市場山６４９ 

番４地先から津市河芸町上野字 

市場山６２１番２地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

３６１０ 上野２４号線 
津市河芸町上野字市場山６４９ 

番１４地先内 

令和３年１２月 

２４日 

６５１５ 杜の街１４号線 

津市河芸町杜の街二丁目３０番 

１８地先から津市河芸町杜の街 

二丁目２９番７地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５１６ 杜の街１５号線 

津市河芸町杜の街二丁目２１番 

１２地先から津市河芸町杜の街 

二丁目２９番７地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５１７ 杜の街１６号線 

津市河芸町杜の街二丁目２８番 

６地先から津市河芸町杜の街二 

丁目２８番１２地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５１８ 杜の街１７号線 

津市河芸町杜の街二丁目２６番 

８地先から津市河芸町杜の街二 

丁目２６番１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５１９ 杜の街１８号線 

津市河芸町杜の街二丁目２５番 

６地先から津市河芸町杜の街二 

丁目２５番１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

  津市河芸町杜の街二丁目２１番 令和３年１２月 



６５２０ 

 

杜の街１９号線 

 

１２地先から津市河芸町杜の街 

二丁目２２番１０地先まで 

２４日 

 

６５２１ 杜の街２０号線 

津市河芸町杜の街二丁目２５番 

１９地先から津市河芸町杜の街 

二丁目２３番１３地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５２２ 杜の街２１号線 

津市河芸町杜の街二丁目２３番 

１１地先から津市河芸町杜の街 

二丁目２３番５地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５２３ 杜の街２２号線 

津市河芸町杜の街二丁目２１番 

７地先から津市河芸町杜の街二 

丁目２０番１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５２４ 杜の街２３号線 

津市河芸町杜の街二丁目２３番 

１９地先から津市河芸町杜の街 

二丁目２２番１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５２５ 杜の街２４号線 

津市河芸町杜の街二丁目９番２ 

地先から津市河芸町杜の街二丁 

目２８番５地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５２６ 杜の街２５号線 

津市河芸町杜の街二丁目１０番 

１７地先から津市河芸町杜の街 

二丁目１３番６地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５２７ 杜の街２６号線 

津市河芸町杜の街二丁目１７番 

８地先から津市河芸町杜の街二 

丁目１３番８地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５２８ 杜の街２７号線 

津市河芸町杜の街二丁目１６番 

７地先から津市河芸町杜の街二 

丁目１３番９地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５２９ 杜の街２８号線 

津市河芸町杜の街二丁目１５番 

７地先から津市河芸町杜の街二 

丁目１３番１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５３０ 杜の街２９号線 

津市河芸町杜の街二丁目１２番 

１地先から津市河芸町杜の街二 

丁目１３番５地先まで 

令和３年１２月 

２４日 



６５３１ 杜の街３０号線 

津市河芸町杜の街二丁目３０番 

１地先から津市河芸町杜の街二 

丁目３６番１３地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５３２ 杜の街３１号線 

津市河芸町杜の街二丁目３１番 

１地先から津市河芸町杜の街二 

丁目３８番１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５３３ 杜の街３２号線 

津市河芸町杜の街二丁目３８番 

６地先から津市河芸町杜の街二 

丁目３８番１１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５３４ 杜の街３３号線 

津市河芸町杜の街二丁目３５番 

８地先から津市河芸町杜の街二 

丁目３３番８地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５３５ 杜の街３４号線 

津市河芸町杜の街二丁目３３番 

１２地先から津市河芸町杜の街 

二丁目３３番２地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５３６ 杜の街３５号線 

津市河芸町杜の街二丁目３５番 

１地先から津市河芸町杜の街二 

丁目３３番７地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５３７ 杜の街３６号線 

津市河芸町杜の街二丁目３２番 

５地先から津市河芸町杜の街二 

丁目３２番１０地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５３８ 杜の街３７号線 

津市河芸町杜の街二丁目９番２ 

地先から津市河芸町杜の街二丁 

目１番１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５３９ 杜の街３８号線 

津市河芸町杜の街二丁目５番４ 

地先から津市河芸町杜の街二丁 

目３番６地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５４０ 杜の街３９号線 

津市河芸町杜の街二丁目７番１ 

０地先から津市河芸町杜の街二 

丁目６番１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５４１ 杜の街４０号線 
津市河芸町杜の街二丁目６番５ 

地先から津市河芸町杜の街二丁 

令和３年１２月 

２４日 



  目６番１地先まで  

６５４２ 杜の街４１号線 

津市河芸町杜の街二丁目５番５ 

地先から津市河芸町杜の街二丁 

目２番７地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５４３ 杜の街４２号線 

津市河芸町杜の街二丁目５番１ 

２地先から津市河芸町杜の街二 

丁目５番１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５４４ 杜の街４３号線 

津市河芸町杜の街三丁目１番１ 

地先から津市河芸町杜の街三丁 

目１番８地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５４５ 杜の街４４号線 

津市河芸町杜の街三丁目１番１ 

７地先から津市河芸町杜の街三 

丁目１番８地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５４６ 杜の街４５号線 

津市河芸町杜の街三丁目３番１ 

３地先から津市河芸町杜の街三 

丁目７番７地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５４７ 杜の街４６号線 

津市河芸町杜の街三丁目９番１ 

地先から津市河芸町杜の街三丁 

目６番４地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５４８ 杜の街４７号線 

津市河芸町杜の街三丁目６番１ 

地先から津市河芸町杜の街三丁 

目６番５地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５４９ 杜の街４８号線 

津市河芸町杜の街三丁目７番１ 

地先から津市河芸町杜の街三丁 

目２番１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５５０ 杜の街４９号線 

津市河芸町杜の街三丁目１２番 

１地先から津市河芸町杜の街三 

丁目８番１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５５１ 杜の街５０号線 

津市河芸町杜の街三丁目８番７ 

地先から津市河芸町杜の街三丁 

目８番１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

  津市河芸町杜の街三丁目１０番 令和３年１２月 



６５５２ 

 

杜の街５１号線 

 

８地先から津市河芸町杜の街三 

丁目１０番１地先まで 

２４日 

 

６５５３ 杜の街５２号線 

津市河芸町杜の街三丁目１１番 

８地先から津市河芸町杜の街三 

丁目１１番１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５５４ 杜の街５３号線 

津市河芸町杜の街三丁目１７番 

１地先から津市河芸町杜の街三 

丁目１３番１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５５５ 杜の街５４号線 

津市河芸町杜の街三丁目１３番 

４地先から津市河芸町杜の街三 

丁目１３番１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５５６ 杜の街５５号線 

津市河芸町杜の街三丁目１５番 

６地先から津市河芸町杜の街三 

丁目１５番１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５５７ 杜の街５６号線 

津市河芸町杜の街三丁目１６番 

７地先から津市河芸町杜の街三 

丁目１６番１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５５８ 杜の街５７号線 

津市河芸町杜の街三丁目９番５ 

地先から津市河芸町杜の街三丁 

目９番３地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５５９ 杜の街５８号線 

津市河芸町杜の街三丁目１８番 

６地先から津市河芸町杜の街三 

丁目２１番７地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５６０ 杜の街５９号線 

津市河芸町杜の街三丁目２２番 

１２地先から津市河芸町杜の街 

三丁目２２番７地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５６１ 杜の街６０号線 

津市河芸町杜の街三丁目２０番 

１地先から津市河芸町杜の街三 

丁目２０番６地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

６５６２ 杜の街６１号線 

津市河芸町杜の街三丁目２１番 

１地先から津市河芸町杜の街三 

丁目２１番６地先まで 

令和３年１２月 

２４日 



４１７０ 高野３６５号線 

津市一志町高野字池辺２２６番 

５地先から津市一志町高野字池 

辺２２６番９地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

４１７１ 高野３６６号線 

津市一志町高野字池辺２２６番 

５地先から津市一志町高野字池 

辺２２６番１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

４１７２ 高野３６７号線 

津市一志町高野字池ノ下２０３ 

番１２地先から津市一志町高野 

字池ノ下２０３番１４地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

２６５１ 
大里窪田町第２ 

６号線 

津市大里窪田町字東鳶２００２ 

番１地先から津市大里窪田町字 

中鳶１７７６番１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

２３２６ 
一身田中野第１ 

２号線 

津市一身田中野字東野１１３番 

１６地先から津市一身田中野字 

東野１１３番２０地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

３１２８ 栄町観音寺町線 
津市鳥居町３７番２地先から津 

市鳥居町３３番４地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

４２２３ 
南新町東西第２ 

号線 

津市桜田町６８番地先から津市 

桜田町６９番１地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

１７１３ 元町４３号線 

津市久居元町字北出２１７３番 

地先から津市久居元町字北出２

１７７番１２地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

１８６９ 戸木北１０号線 
津市戸木町字北興７８５８番１ 

地先内 

令和３年１２月 

２４日 

２５６２ 野村７３号線 

津市久居野村町字池尻２００６ 

番１２地先から津市久居野村町 

字池尻２００６番２４地先まで 

令和３年１２月 

２４日 

５６０ 
八幡前響野１号 

線 

津市芸濃町椋本字響野２１７３ 

番７地先内 

令和３年１２月 

２４日 

３８３７ 野端１号線 

津市安濃町草生字野端２３７番 

６４地先から津市安濃町草生字 

野端２３７番７３地先まで 

令和３年１２月 

２４日 



 



津市告示第２９８号 

下記の者の令和３年度国民健康保険料納入通知書は、住所居所不明のため送

達することができないので、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第

７８条において準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２

の規定により公示送達する。 

なお、この公示送達に係る関係書類は、津市健康福祉部保険医療助成課で保

管し、送達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  令和３年１２月２４日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 

○○○○○○○○○○○○○○ ○○

○○○○○○○○ 

○○ ○○ 

○○○○○○○○○○○○○○ ○○

○○○○○○○○ 

○○ ○○ 

○○○○○○○○○○○○○ ○○○ ○○ 

○○○○○○○○○○○○○○ ○○○

○○○○○○○ 

○○○○○○○○○ ○○○○○○

○○○ ○○ ○○○○○ 

 



津市告示第２９９号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号）第５１条の２５第４項及び児童福祉法（昭和２２年法律第１

６４号）第２４条の３２第２項の規定に基づき、廃止の届出がされたので、障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５１条の３０第

２項及び児童福祉法第２４条の３７の規定により告示する。 

令和３年１２月２４日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  有限会社Ｗｉｔｈ Ａ Ｗｉｌｌ 

２ 事業所の名称 

  Ｗｉｔｈ Ａ Ｗｉｌｌ相談支援事業所 

３ 事業所の所在地 

  津市本町２６番１６号 

４ 廃止年月日 

令和３年１２月３１日 

５ 廃止した事業の種類 

  特定相談支援 

  障害児相談支援 

６ 事業所番号 

   特定相談支援事業所 ２４３０５０２２８２ 

   障害児相談支援事業所 ２４７０５００４５１ 



津市告示第３００号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１９条第２項の規定により、令

和３年１２月２２日に市議会の議決を経た予算の要領を次のとおり公表する。 

  令和３年１２月２７日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

令和３年度津市一般会計補正予算（第１０号） 

令和３年度津市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

令和３年度津市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

令和３年度津市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号） 

令和３年度津市営浄化槽事業特別会計補正予算（第１号） 

令和３年度津市共同汚水処理施設事業特別会計補正予算（第１号） 

令和３年度津市農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号） 

令和３年度津市土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号） 

令和３年度津市水道事業会計補正予算（第２号） 

令和３年度津市下水道事業会計補正予算（第１号） 

 令和３年度津市モーターボート競走事業会計補正予算（第１号） 

 令和３年度津市一般会計補正予算（第１１号） 

  



令和３年度津市一般会計補正予算（第１０号） 

 

 令和３年度津市の一般会計補正予算（第１０号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２，３５８，４６７千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１１４，８１１，９５４千円

とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（継続費の補正） 

第２条 継続費の追加、変更は、「第２表継続費補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第３条 繰越明許費の追加は、「第３表繰越明許費補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第４条 債務負担行為の追加は、「第４表債務負担行為補正」による。 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



歳  入 (単位：千円)

款 項

17 国 庫 支 出 金 18,642,168 1,999,630 20,641,798 

 1 国 庫 負 担 金 14,680,216 1,171,761 15,851,977 

 2 国 庫 補 助 金 3,956,776 827,869 4,784,645 

18 県 支 出 金 7,904,174 173,904 8,078,078 

 1 県 負 担 金 5,156,178 136,537 5,292,715 

 2 県 補 助 金 2,052,494 59,823 2,112,317 

 3 委 託 金 695,502 △22,456 673,046 

19 財 産 収 入 231,959 1,151 233,110 

 1 財 産 運 用 収 入 140,398 1,151 141,549 

20 寄 附 金 175,991 1,151 177,142 

 1 寄 附 金 175,991 1,151 177,142 

21 繰 入 金 6,044,809 180,738 6,225,547 

 2 基 金 繰 入 金 6,019,117 180,738 6,199,855 

23 諸 収 入 967,538 1,893 969,431 

 5 雑 入 843,072 1,893 844,965 

112,453,487 2,358,467 114,811,954 

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計



歳  出 (単位：千円)

款 項

 1 議 会 費 582,901 △2,687 580,214 

 1 議 会 費 582,901 △2,687 580,214 

 2 総 務 費 15,549,526 10,892 15,560,418 

 1 総 務 管 理 費 13,043,398 32,917 13,076,315 

 2 徴 税 費 1,249,224 △3,134 1,246,090 

 3 戸籍住民基本台帳費 681,640 △1,301 680,339 

 4 選 挙 費 466,012 △23,319 442,693 

 5 統 計 調 査 費 26,613 2,658 29,271 

 6 監 査 委 員 費 82,639 3,071 85,710 

 3 民 生 費 42,921,544 960,499 43,882,043 

 1 社 会 福 祉 費 22,320,078 563,402 22,883,480 

 2 児 童 福 祉 費 15,297,233 93,592 15,390,825 

 3 生 活 保 護 費 5,294,133 303,505 5,597,638 

 4 衛 生 費 11,359,988 1,662,519 13,022,507 

 1 保 健 衛 生 費 4,035,228 1,658,408 5,693,636 

 2 斎 場 費 295,395 △2,774 292,621 

 3 環 境 費 405,339 10,244 415,583 

 4 清 掃 費 5,408,291 △5,228 5,403,063 

 8 生 活 排 水 処 理 費 374,858 1,869 376,727 

 5 労 働 費 80,392 △826 79,566 

 1 労 働 諸 費 80,392 △826 79,566 

 6 農 林 水 産 業 費 2,285,600 △5,691 2,279,909 

 1 農 業 費 1,369,855 △3,185 1,366,670 

 2 林 業 費 353,079 △1,688 351,391 

 3 水 産 業 費 109,871 △133 109,738 

 4 農 業 集 落 排 水 費 452,795 △685 452,110 

 7 商 工 費 1,966,250 △91,673 1,874,577 

 1 商 工 費 1,966,250 △91,673 1,874,577 

 8 土 木 費 13,369,370 △122,604 13,246,766 

 1 土 木 管 理 費 288,841 △6,507 282,334 

 2 道 路 橋 り ょ う 費 4,946,464 △10,526 4,935,938 

 3 河 川 費 506,074 △10,179 495,895 

 4 港 湾 費 121,241 1,099 122,340 

 5 都 市 計 画 費 7,045,317 △94,594 6,950,723 

 6 住 宅 費 461,433 △1,897 459,536 

 9 消 防 費 3,822,800 16,419 3,839,219 

補正前の額 補 正 額 計



(単位：千円)

款 項

 1 消 防 費 3,822,800 16,419 3,839,219 

10 教 育 費 9,430,712 △62,419 9,368,293 

 1 教 育 総 務 費 2,176,073 14,119 2,190,192 

 2 小 学 校 費 2,120,182 △20,215 2,099,967 

 3 中 学 校 費 938,388 △7,301 931,087 

 4 幼 稚 園 費 1,289,216 △48,322 1,240,894 

 5 社 会 教 育 費 2,301,223 10,590 2,311,813 

 6 短 期 大 学 費 605,630 △11,290 594,340 

12 公 債 費 10,961,200 △5,962 10,955,238 

 1 公 債 費 10,961,200 △5,962 10,955,238 

112,453,487 2,358,467 114,811,954 歳 出 合 計

補正前の額 補 正 額 計



追　加

変　更

追　加

第２表　継 続 費 補 正
（単位：千円）

款 項 事　業　名 総　　　額 年　　度 年　割　額

9 消防費 1 消防費 北消防署整備事業 768,155

令和３年度

令和４年度 301,085

令和５年度 467,070

（単位：千円）

款 項 事業名
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

総　額 年　度 年 割 額 総　額 年　度 年 割 額

8 土木費
2 道路橋
　りょう
　費

大谷踏切拡
幅事業（Ｊ
Ｒ踏切拡
幅）

216,000

令和２年度 85,400

216,000

令和２年度 85,400

令和３年度 100,600

令和３年度 130,600
令和４年度 30,000

令和５年度
令和６年度 532,000

8 土木費
2 道路橋
　りょう
　費

大谷踏切拡
幅事業（上
津架道橋改
築）

2,150,000

令和３年度 300,000

920,000

項 事　　　業　　　名 金　　　額

330,000

令和４年度 500,000

令和４年度 930,000

令和５年度 668,000

2,030,000

令和３年度

4 衛生費 1 保健衛生費
新型コロナウイルスワクチン接種体制確保・接
種対策事業

776,117

第３表　繰越明許費補正
（単位：千円）

款

8 土木費
2 道路橋りょう
  費

道路新設改良事業（交付金事業） 32,247

9 消防費 1 消防費 中消防署空調設備改修事業 5,179



追　加

第４表　債務負担行為補正
（単位：千円）

事　　　　　　　　　　　　項 期　　　　間 限　度　額

津市市民活動センター指定管理委託
令和４年度から
令和８年度まで

77,815

津市橋南市民センター指定管理委託
令和４年度から
令和８年度まで

46,242

津市雲出市民センター指定管理委託
令和４年度から
令和８年度まで

86,008

津市白塚市民センター指定管理委託
令和４年度から
令和８年度まで

48,772

津市高茶屋市民センター指定管理委託
令和４年度から
令和８年度まで

49,731

津市丹生俣多目的集会所指定管理委託
令和４年度から
令和８年度まで

1,480

津市美杉高齢者婦人センター「しゃくなげ会
館」指定管理委託

令和４年度から
令和８年度まで

4,450

津市運動施設（津地域）指定管理委託
令和４年度から
令和８年度まで

263,500

津市産業・スポーツセンター指定管理委託
令和４年度から
令和８年度まで

928,100

津市北部市民センター指定管理委託
令和４年度から
令和８年度まで

137,730

津市西部市民センター指定管理委託
令和４年度から
令和８年度まで

142,120

津市ふれあい会館指定管理委託
令和４年度から
令和８年度まで

92,100

津市たるみ老人福祉センター指定管理委託
令和４年度から
令和８年度まで

126,315

津市まん中こども館指定管理委託
令和４年度から
令和８年度まで

123,240

津市美杉林業研修集会施設「グリーンハウス美
杉」指定管理委託

令和４年度から
令和８年度まで

12,045

津市伊勢奥津駅前観光案内交流施設指定管理委
託

令和４年度から
令和８年度まで

12,500

津市安濃工業会館指定管理委託
令和４年度から
令和８年度まで

1,025

津市青山高原保健休養地指定管理委託
令和４年度から
令和８年度まで

50,000

津市美杉ふるさと資料館指定管理委託
令和４年度から
令和８年度まで

31,845

道路維持事業 令和４年度 73,000

津市一身田寺内町の館指定管理委託
令和４年度から
令和８年度まで

17,900



令和３年度津市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 

 令和３年度津市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定

めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 事業勘定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１８９，９１２千

円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２７，１４４，４２４

千円とする。 

２ 事業勘定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並び

に補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



事　業　勘　定

歳  入 (単位：千円)

款 項

 8 県 支 出 金 19,827,499 932 19,828,431 

 2 県 補 助 金 19,827,499 932 19,828,431 

11 繰 入 金 1,838,177 △40,292 1,797,885 

 1 繰 入 金 1,838,177 △40,292 1,797,885 

12 繰 越 金 1 228,433 228,434 

 1 繰 越 金 1 228,433 228,434 

13 諸 収 入 87,093 839 87,932 

 3 雑 入 43,325 839 44,164 

26,954,512 189,912 27,144,424 

歳  出 (単位：千円)

款 項

 1 総 務 費 408,514 △10,094 398,420 

 1 総 務 管 理 費 295,672 △10,094 285,578 

 2 保 険 給 付 費 19,442,817 462 19,443,279 

 6 傷 病 手 当 金 769 462 1,231 

 3 国民健康保険事業費 6,758,353  6,758,353 

納 付 金

 1 医 療 給 付 費 分 4,756,900  4,756,900 

 9 基 金 積 立 金 37 60,667 60,704 

 1 基 金 積 立 金 37 60,667 60,704 

11 諸 支 出 金 57,419 138,877 196,296 

 1 償還金及び還付加算 30,357 138,877 169,234 

金

26,954,512 189,912 27,144,424 歳 出 合 計

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正前の額 補 正 額 計



令和３年度津市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 

 令和３年度津市の介護保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定める

ところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５０４，６８８千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２９，８１２，４５８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

   

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



歳  入 (単位：千円)

款 項

 1 保 険 料 6,213,460 △338 6,213,122 

 1 介 護 保 険 料 6,213,460 △338 6,213,122 

 3 国 庫 支 出 金 6,888,343 △565 6,887,778 

 2 国 庫 補 助 金 1,864,655 △565 1,864,090 

 4 支 払 基 金 交 付 金 7,624,021 △5,315 7,618,706 

 1 支 払 基 金 交 付 金 7,624,021 △5,315 7,618,706 

 5 県 支 出 金 4,130,599 △283 4,130,316 

 2 県 補 助 金 195,820 △283 195,537 

 7 繰 入 金 4,442,574 981 4,443,555 

 1 一 般 会 計 繰 入 金 4,442,574 981 4,443,555 

 8 繰 越 金 3 510,208 510,211 

 1 繰 越 金 3 510,208 510,211 

29,307,770 504,688 29,812,458 

歳  出 (単位：千円)

款 項

 1 総 務 費 435,532 1,264 436,796 

 1 総 務 管 理 費 144,321 687 145,008 

 4 介 護 認 定 審 査 会 費 87,287 577 87,864 

 2 保 険 給 付 費 27,571,521  27,571,521 

 1 介護及び予防給付費 26,705,248  26,705,248 

 3 地 域 支 援 事 業 費 1,253,097 △1,469 1,251,628 

 2 包括的支援事業・任 580,498 △1,469 579,029 

意 事 業 費

 3 介護予防・生活支援 607,797  607,797 

サ ー ビ ス 事 業 費

 4 基 金 積 立 金 69 270,405 270,474 

 1 基 金 積 立 金 69 270,405 270,474 

 6 諸 支 出 金 12,551 234,488 247,039 

 1 償還金及び還付加算 12,551 234,488 247,039 

金

29,307,770 504,688 29,812,458 歳 出 合 計

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正前の額 補 正 額 計



令和３年度津市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号） 

 

令和３年度津市の後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号）は、次に

定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，９６２千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７，０１９，７７０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

   

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



歳  入 (単位：千円)

款 項

 3 繰 入 金 3,903,069 1,962 3,905,031 

 1 一 般 会 計 繰 入 金 3,903,069 1,962 3,905,031 

7,017,808 1,962 7,019,770 

歳  出 (単位：千円)

款 項

 1 総 務 費 95,109 1,962 97,071 

 1 総 務 管 理 費 76,093 1,962 78,055 

7,017,808 1,962 7,019,770 歳 出 合 計

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正前の額 補 正 額 計



令和３年度津市営浄化槽事業特別会計補正予算（第１号） 

 

 令和３年度津市の市営浄化槽事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定め

るところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ８０千円を減額し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ４４１，３０９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

   

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



歳  入 (単位：千円)

款 項

 6 繰 入 金 282,692 △80 282,612 

 1 一 般 会 計 繰 入 金 278,725 △80 278,645 

441,389 △80 441,309 

歳  出 (単位：千円)

款 項

 1 総 務 費 20,970 94 21,064 

 1 総 務 管 理 費 20,970 94 21,064 

 2 事 業 費 393,885 △174 393,711 

 1 市 営 浄 化 槽 事 業 費 393,885 △174 393,711 

441,389 △80 441,309 歳 出 合 計

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正前の額 補 正 額 計



令和３年度津市共同汚水処理施設事業特別会計補正予算（第１号） 

 

 令和３年度津市の共同汚水処理施設事業特別会計補正予算（第１号）は、次

に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７６２千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ１２３，２３８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

   

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



歳  入 (単位：千円)

款 項

 2 繰 入 金 16,740 762 17,502 

 1 一 般 会 計 繰 入 金 16,740 762 17,502 

122,476 762 123,238 

歳  出 (単位：千円)

款 項

 1 総 務 費 20,467 762 21,229 

 1 総 務 管 理 費 20,467 762 21,229 

122,476 762 123,238 歳 出 合 計

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正前の額 補 正 額 計



令和３年度津市農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号） 

 

 令和３年度津市の農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定

めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ６８５千円を減額し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５８８，２８８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

   

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



歳  入 (単位：千円)

款 項

 4 繰 入 金 452,795 △685 452,110 

 1 繰 入 金 452,795 △685 452,110 

588,973 △685 588,288 

歳  出 (単位：千円)

款 項

 1 総 務 費 11,009 △685 10,324 

 1 総 務 管 理 費 11,009 △685 10,324 

588,973 △685 588,288 歳 出 合 計

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正前の額 補 正 額 計



令和３年度津市土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号） 

 

令和３年度津市の土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定

めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ３，５０９千円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３０４，３６５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定によ

り、翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表繰越明許

費」による。 

   

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



歳  入 (単位：千円)

款 項

 3 繰 入 金 307,872 △3,509 304,363 

 1 繰 入 金 307,872 △3,509 304,363 

307,874 △3,509 304,365 

歳  出 (単位：千円)

款 項

 1 土地区画整理事業費 139,142 △3,509 135,633 

 1 事 業 費 139,142 △3,509 135,633 

307,874 △3,509 304,365 歳 出 合 計

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正前の額 補 正 額 計



1 土地区画整理
　事業費

1 事業費 津駅前北部土地区画整理事業 16,947

第２表　繰越明許費
（単位：千円）

款 項 事　　　業　　　名 金　　　額



　　　令和３年度津市水道事業会計補正予算（第２号）

　（総則）

第１条　令和３年度津市水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところ

　による。

　（収益的収入及び支出）

第２条　令和３年度津市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定め

　た収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

収　　　　　　入 単位　千円

第１款  水道事業収益

　第２項

支　　　　　　出 単位　千円

第１款　水道事業費用

　第１項

　（資本的収入及び支出）

第３条　予算第４条本文括弧書中

　資本的支出の予定額を次のとおり補正する。

支　　　　　　出 単位　千円

第１款　資本的支出

　第１項

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第４条　予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。 単位　千円

津市長　前　葉　泰　幸 

職員給与費

計

884,327 △17,687 866,640 

科 目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額

4,624,217 △3,806 4,620,411 

建設改良費 3,493,521 △3,806 3,489,715 

「2,670,841千円」を 「2,667,035千円」に改め、

科 目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

営業外収益 1,734,282 △8,505 1,725,777 

科 目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

営 業 費 用 7,783,858 △13,881 7,769,977 

科 目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

7,927,845 △8,505 7,919,340 

8,172,006 △13,881 8,158,125 

－1－



　（総則）

第１条　令和３年度津市下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところ

　による。

　（収益的収入及び支出）

第２条　令和３年度津市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定め

　た収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

収　　　　　　入 単位　千円

第１款  下水道事業収益

　第１項

　第２項

支　　　　　　出 単位　千円

第１款　下水道事業費用

　第１項

　（資本的収入及び支出）

第３条　予算第４条本文括弧書中

　資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

収　　　　　　入 単位　千円

第１款　資本的収入

　第１項

　第３項

支　　　　　　出 単位　千円

第１款　資本的支出

　第１項

　第２項

　　　令和３年度津市下水道事業会計補正予算（第１号）

10,886,159 △110,399 

既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計科 目

10,775,760 

3,783,898 △8,515 

7,102,259 △101,884 

営 業 収 益

営 業 外 収 益

3,775,383 

7,000,375 

9,762,933 

計科 目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額

9,771,150 △8,217 

8,557,840 8,566,057 △8,217 営 業 費 用

「3,118,758千円」に改め、

補 正 予 定 額 計

「3,122,190千円」を

既 決 予 定 額

7,750,217 △982,350 

4,951,300 

建 設 改 良 費

2,693,089 △449,950 2,243,139 

10,872,407 △985,782 9,886,625 

補 助 金

4,698,829 

科 目 既 決 予 定 額

△532,400 

5,676,664 △977,835 

118,012 △7,947 

補 正 予 定 額 計

企 業 債

科 目

6,767,867 

4,418,900 

110,065 流域下水道建設負担金



　（企業債）

第４条　予算第７条に定めた限度額を次のように改める。

流域下水道事業負担金

公共下水道事業

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第５条　予算第１０条に定めた経費の金額を次のように改める。

　（他会計からの補助金）

第６条　予算第１１条中「3,905,533千円」を「3,808,946千円」に改める。

津市長　前　葉　泰　幸 

単位　千円

単位　千円

職員給与費

補正前限度額 補正後限度額起債の目的

551,913 393 

既 決 予 定 額 補 正 予 定 額科　　　目

552,306 

計

2,935,200 

103,700 111,600 

3,459,700 
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   令和３年度津市モーターボート競走事業会計補正予算（第１号） 

 

（総則） 

第１条 令和３年度津市モーターボート競走事業会計の補正予算（第１号）は、

次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 令和３年度津市モーターボート競走事業会計予算（以下「予算」とい

う。）第２条に定めた業務の予定量を、次のとおり補正する。 

            単位 千円 

項  目 既決予定量 補正予定量 計 

  年間舟券発売金 44,654,600 13,311,823 57,966,423 

  １日平均舟券発売金 248,081 73,954 322,035 

（収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正

する。 

           収     入 単位 千円 

科  目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 モーターボート競走 

事業収益 
46,823,052 13,311,626 60,134,678 

第１項 営業収益 46,742,932 13,311,823 60,054,755 

第２項 営業外収益 80,120 △197 79,923 

           支     出 単位 千円 

科  目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 モーターボート競走 

事業費用 
44,594,839 11,425,828 56,020,667 

第１項 営業費用 44,529,057 11,425,828 55,954,885 

（資本的収入及び支出） 

第４条 予算第４条本文括弧書中「213,136 千円」を「213,318 千円」に改め、

資本的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。 
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           支     出 単位 千円 

科  目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 資本的支出 699,544 182 699,726 

第３項 投資 223 182 405 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとお

りと定める。 

事   項 期  間 限 度 額 

ＧⅠツッキー王座決定戦開催事業 令和 4 年度 18,948 千円 

ＧⅢイースタンヤング競走開催事業 令和 4 年度 7,614 千円 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

 



令和３年度津市一般会計補正予算（第１１号） 

 

 令和３年度津市の一般会計補正予算（第１１号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７，７７７，１００千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１２２，５８９，０５４千円

とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表債務負担行為補正」による。 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

 



歳  入 (単位：千円)

款 項

17 国 庫 支 出 金 20,641,798 7,650,853 28,292,651 

 2 国 庫 補 助 金 4,784,645 7,650,853 12,435,498 

18 県 支 出 金 8,078,078 34,353 8,112,431 

 2 県 補 助 金 2,112,317 34,353 2,146,670 

20 寄 附 金 177,142 74,000 251,142 

 1 寄 附 金 177,142 74,000 251,142 

21 繰 入 金 6,225,547 4,587 6,230,134 

 2 基 金 繰 入 金 6,199,855 4,587 6,204,442 

23 諸 収 入 969,431 13,307 982,738 

 5 雑 入 844,965 13,307 858,272 

114,811,954 7,777,100 122,589,054 

歳  出 (単位：千円)

款 項

 2 総 務 費 15,560,418 106,133 15,666,551 

 1 総 務 管 理 費 13,076,315 106,133 13,182,448 

 3 民 生 費 43,882,043 7,636,614 51,518,657 

 1 社 会 福 祉 費 22,883,480 3,625,551 26,509,031 

 2 児 童 福 祉 費 15,390,825 4,011,063 19,401,888 

 4 衛 生 費 13,022,507 34,353 13,056,860 

 1 保 健 衛 生 費 5,693,636 34,353 5,727,989 

114,811,954 7,777,100 122,589,054 歳 出 合 計

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正前の額 補 正 額 計



追　加

追　加

久居ふるさと文学館駐車場用地の取得
令和４年度から

債務完了年度まで
4,320

第２表　繰越明許費補正
（単位：千円）

款

第３表　債務負担行為補正
（単位：千円）

事　　　　　　　　　　　　項 期　　　　間 限　度　額

項 事　　　業　　　名 金　　　額

2 総務費 1 総務管理費 大三出張所別館解体除去事業 495



津市告示第３０１号 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条の５第２項の規定に基づき、

指定地域密着型サービスの事業の廃止に係る届出がされたので、介護保険法第

７８条の１１第２号の規定により告示する。 

令和３年１２月２８日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 事業者の名称 

  エス・ホールディングス株式会社 

２ 事業所の名称 

  デイサービスらくらく 

３ 事業所の所在地 

  津市一身田大古曽９７４番地３ 

４ 廃止年月日 

令和３年１２月３１日 

５ サービスの種類 

地域密着型通所介護 



津市公告第１４７号 

 狂犬病予防員より狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）第６条第１項

に基づく犬の抑留について通知がありましたので、同条第８項の規定により公

告します。 

  令和３年１２月１６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 犬の特徴 

捕獲した場所 種類 毛色等 性別 体格 年齢 その他 

美杉町川上 雑種 薄茶 

短毛 

オス 中 ９１日

以上 

赤色首輪 

 

２ 抑留日  令和３年１２月１３日 

３ 抑留期間 令和３年１２月２２日まで 

４ 連絡先  津市環境部環境保全課 

        電話番号０５９－２２９－３２８２ 

        三重県津保健所衛生指導課 

        電話番号０５９－２２３－５１１２ 



津市公告第１４８号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定により許可

した開発行為に関する工事が完了しましたので、同法第３６条第３項の規定に

より次のとおり公告します。 

  令和３年１２月２２日 

 

                         津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 工事完了年月日 

  令和３年１２月２１日 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

  津市芸濃町椋本字東豊久野２９６８番１ 

３ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  鈴鹿市西条三丁目２３番３号 

  有限会社創和住建 

  代表取締役 寺坂 文夫 



津市公告第１４９号 

 次のとおり条件付一般競争入札を執行しますので、地方自治法施行令（昭和

２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び津市契約規則（平成１８年津

市規則第４０号）第４条の規定により公告します。 

  令和３年１２月２３日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

 別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１ 入札に付する事項 

   工事名  令和３年度営消総継第６８号 

        津市北消防署建築工事 

   工事場所 津市栗真中山町地内 

   工事概要 新築 

         津市北消防署 鉄骨造２階建 延面積１，４５１ｍ２ 

         駐輪場１ 鉄骨造平家建 延面積２８ｍ２ 

         駐輪場２ 鉄骨造平家建 延面積２８ｍ２ 

        外構 

※上記に係る建築工事 一式 

   工期   本契約の締結の日から起算して４２０日間 

   予定価格 ３８６，９６４，０００円（税抜き） 

２ 入札参加者に必要な資格 

  本件工事の条件付一般競争入札に参加できる者は、本件入札に係る公告日

から本契約の締結日までの間において、次の各号のいずれにも該当する者と

し、かつ本件入札の参加資格の認定を受けた者とします。 

   地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に

該当しない者 

   津市建設工事等条件付一般競争入札実施要領（平成１８年１月１日施行。 

以下「要領」といいます。）第４条第１項に掲げる要件を備えている者 

   要領第４条第２項各号の一に該当しない者 

  民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立

て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申

立て、破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立て、

会社法（平成１７年法律第８６号）に基づく清算の開始又は会社法の施行

に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１７年法律第８７号）第６４

条の規定による改正前の商法（明治３２年法律第４８号）に基づく整理開

始の申立て若しくは通告がなされていない者であること。ただし、民事再

生法に基づく再生手続開始の申立て又は会社更生法に基づく更生手続開始

の申立てがなされた者であって、手続開始決定の日を基準日とする経営事

項審査（その日以後迎えた決算日を基準日とする経営事項審査を受けてい

る場合にあっては、当該経営事項審査）の結果に基づき、建設工事につい

て入札参加資格を認められ、かつ、再生計画又は更生計画が認可された者



を除きます。 

   津市競争入札参加資格者名簿において建築一式工事を希望業種として登

載されている者 

  建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条に規定する特定建設業の

許可（建築工事業）を受けている者 

   本市の区域内に本店を有する者 

   建築一式工事に係る格付区分がＡの者 

   本件工事に、建築工事業の監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了

証を有する監理技術者を専任で配置できる者。ただし、監理技術者の職務

を補佐する者として建設業法第２６条第３項ただし書に規定する者を当該

施工現場に専任で配置するときは、専任であることを要しません。この場

合の監理技術者が兼任できる施工現場の数は２とします。 

（専任で配置予定の技術者を施工中の他の工事に配置している場合は、本

契約の締結の日時点で他の工事の完成検査が終了していることとし、兼任

で配置予定の技術者を施工中の他の工事に配置している場合は、本契約の

締結の日時点で完成検査が終了していない施工現場の数が１以下であるこ

と。） 

   上記 に掲げる者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。 

（本件入札に係る入札参加申込書の提出日において連続３か月以上直接的

な雇用関係にあるものに限ります。） 

３ 入札参加申込書等の配付 

  配付期間 令和３年１２月２３日（木）から令和４年１月２０日（木）

まで 

  配付場所 津市総務部調達契約課工事契約担当又は津市ホームページ 

「入札・契約」からダウンロード 

４ 入札参加資格審査申請書等の提出等 

   本件工事の条件付一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加申込書

等を提出し、入札参加資格の確認を受けなければなりません。 

  ア 提出期間  令和３年１２月２３日（木）から令和４年１月２０日(木) 

午後５時まで 

  イ 提出場所 津市総務部調達契約課工事契約担当 

  ウ 提出方法 持参によることとし、その他の方法は認めません。 

   提出書類 



  ア 津市条件付一般競争入札参加申込書 

  イ 建築工事業に係る特定建設業の許可証の写し 

  ウ 審査基準日が令和元年１０月１日から令和２年９月３０日までの経営

規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し 

  エ 配置予定技術者に係る監理技術者資格者証（表・裏）及び監理技術者

講習修了証の写し 

オ 配置予定技術者等との雇用関係が確認できる書類 

カ 営業所専任技術者証明書又は専任技術者一覧表の写し（建設業許可 

（更新）申請に必要な専任技術者調書の写し） 

  キ 施工計画書 

ク 宣誓書 

  入札参加資格の審査結果については、令和４年１月２８日（金）までに

文書で通知します。 

５ 設計図書等の閲覧等 

  閲覧 

  ア 閲覧期間 令和３年１２月２３日（木）から令和４年２月１０日(木)

まで 

  イ 閲覧場所 津市総務部調達契約課工事契約担当及び津市ホームページ

「入札・契約」 

   購入 

  ア 購入期間 上記 アに同じ 

  イ 購入場所 津市垂水２８７０－２０ 

         有限会社オグラ（電話 ０５９－２２８－９８１１） 

６ 工事の質疑等 

  施工計画に関する質疑等 

  ア 質問受付 令和４年１月１１日（火）正午までに指定の質問書により

ＦＡＸ又は持参にて、津市総務部調達契約課工事契約担当に

提出してください。なお、ＦＡＸの場合は、質問書の提出期

限時刻必着とし、必ず着信の確認を行ってください。 

  イ 回答方法 令和４年１月１７日（月）までに津市ホームページ「入札

・契約」にて掲載します。また、回答に対する再質問は認め

ないため、質問書には質問内容を明確に記載し提出してくだ

さい。 



  見積に関する質疑等 

  ア 質問受付 令和４年１月２６日（水）正午までに指定の質問書により

ＦＡＸ又は持参にて、津市総務部調達契約課工事契約担当に

提出してください。なお、ＦＡＸの場合は、質問書の提出期

限時刻必着とし、必ず着信の確認を行ってください。 

  イ 回答方法 令和４年２月２日（水）までに津市ホームページ「入札・

契約」にて掲載します。また、回答に対する再質問は認めな

いため、質問書には質問内容を明確に記載し提出してくださ

い。 

７ 入札方法 

  入札方法は、郵便による入札とし、入札書及び積算内訳書（指定様式に限

ります。）を指定された封筒に封入の上、一般書留又は簡易書留のいずれか

の方法で郵送するものとし、持参は認めません。 

  入札書の郵送期間 

適格通知書受領の日から令和４年２月１１日（金）までに日本郵便株式

会社津中央郵便局（以下「津中央郵便局」といいます。）必着とします。

ただし、津中央郵便局が、令和４年２月１１日（金）のゆうゆう窓口営業

時間のいずれかの時間帯に窓口業務を休止した場合に限り、令和４年２月

１２日（土）までに津中央郵便局に到着したものを有効とします。 

   入札書の郵送提出先 

   〒５１４－８７９９ 日本郵便株式会社津中央郵便局留 津市役所調達

契約課宛 

８ 開札の日時及び場所 

  日時 令和４年２月１４日（月）午前９時から 

   場所 津市本庁舎７階入札室 

９ 入札保証金 

  入札保証金は免除します。 

10 契約保証金 

  契約の締結の際に契約金額の１００分の１０以上の契約保証金を納付しな

ければなりません。ただし、津市契約規則（平成１８年津市規則第４０号。

以下「規則」といいます。）第２７条第１項に規定する有価証券等又は金融

機関等若しくは保証事業会社との保証委託契約の保証証書を提供することに

より、契約保証金の納付に代えることができます。 



  また、規則第２８条第１項第１号に規定する履行保証保険契約に係る保険

証券又は同項第２号に規定する工事履行保証契約に係る保証証券を提出する

ことにより、契約保証金の納付を免除することができます。 

11 開札の立会い  

開札に当たり、資格を有すると認められた者の中から立会人２者を選定し、 

該当者に連絡します。 

12 入札の無効 

  次のいずれかに該当する入札は、無効とします。 

   競争入札に参加する資格のない者が入札をしたとき。 

   申請書類等に虚偽の記載があるとき。 

   申請書類等に不備があるとき。 

   適正な代理権限を欠いた者によって手続が行われたとき。 

   入札者が同一事項の入札に対し２以上の入札をしたとき。 

   入札者又はその代理人が他人の入札の代理をしたとき。 

   著しく信義に反する行為をしたとき。 

   入札に際して連合等の不正行為があったとき。 

   入札書に入札者の記名押印のないとき。 

  入札金額を訂正しているとき。 

  入札書の日付がない又は適格通知書受領の日から開札日までの期間内の 

日付となっていないとき。 

   入札書の記載事項が確認できないとき。 

   入札書に指定された事項が記載されていないとき。 

   指定された郵送方法以外の方法により入札書を提出したとき。 

   入札書が提出期限までに提出されないとき。 

   積算内訳書が同封されていないとき。 

   積算内訳書に入札者の記名押印のないとき。 

   入札金額と積算内訳書の合計金額が異なるとき。 

   意思表示が民法上無効とされる入札をしたとき。 

   開札前において入札参加資格要件を満たさないことが明らかな者が入札 

をしたとき。 

(21) 本市が配付する郵便入札専用の指定封筒等以外の封筒で入札書を郵送し 

たとき。 

  (22) 指定封筒等に指定された事項が記載されていないとき。 



(23) 指定封筒等に記載された件名と同封された入札書の件名が異なるとき。 

(24) 前号までに掲げるもののほか、本市が特に指定した事項に違反したとき。 

13 最低制限価格 

  規則第１２条の規定に基づき、最低制限価格を設けます。 

14 公正な入札の確保 

   入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和

２２年法律第５４号）等に抵触する行為を行ってはなりません。 

   入札参加者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の入札参加

者と入札価格又は入札参加意思についていかなる相談も行わず、独自に入

札価格を決定しなければなりません。 

   入札参加者は、開札の前に、他の入札参加者に対して入札価格を意図的

に開示してはなりません。 

15 契約書作成の要否 

  契約書作成は要とします。また、契約条項については、津市工事請負契約 

 約款によるものとします。 

16 その他の注意事項 

   入札書は、入札日（開札日）、入札者の所在地、商号（名称）、代表者

氏名、印（使用印鑑届に押印された印）、入札金額、工事名及び工事場所

を鮮明に表示してください。 

   なお、入札書は、指定した封筒に入れ、開札日時、件名及び差出人名を

記入の上、貼合わせ部分３箇所に封印をしてください。 

   前金払 有 

   部分払 有（１回） 

   落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分

の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があると

きは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入

札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金

額を入札書に記載してください。 

   落札者の決定については、予定価格の範囲内で最低制限価格以上の価格

をもって入札した者のうち、最低価格で入札した者を落札者とします。 

   なお、落札者となるべき同価格の入札者が２者以上あるときは、くじ引

きにより落札者を決定します。 



   本工事に係る請負契約は、津市議会の議決に付すべき契約及び財産の取

得又は処分に関する条例（平成１８年津市条例第５３号）に該当するもの

であり、議会の議決を要するものであるため、落札後速やかに仮契約を締

結し、当該議決を経た後直ちに本契約とします。 

   この入札に係る費用は、すべて入札参加者の負担とします。 

   談合情報、天災その他やむを得ない事由により入札を行うことができな

いときは、入札を延期又は中止することがあります。 

なお、入札の中止等に至った場合においても、見積りに係る費用その他

入札に係る一切の費用は補償しません。 

  この入札に係る談合情報の通報等があったときは、津市入札談合情報処

理要領（平成１８年１月１日施行）に基づき、落札を保留又は取り消す場

合があります。 

   入札をした者は、入札後において、設計図書等（設計図書、図面、仕様

書、関係書類及び現場等）についての不明を理由として異議を申し立てる

ことはできません。 

   本件工事は津市公契約条例（平成２９年津市条例第２２号）第４条第２

項に規定する労働報酬下限額を検討するための試行案件です。 

   労働環境の確保に係る誓約事項及び令和３年度津市公契約条例労働報酬

下限額試行運用マニュアルを必ず確認してください。 

 

 

 

 

担当課（問い合わせ先） 

津市総務部調達契約課工事契約担当 

電話番号 ０５９－２２９－３１２２ 

ＦＡＸ  ０５９－２２９－３３３３ 



 

 

津市公告第１５０号 

建設工事等に係る事後審査型条件付一般競争入札を執行しますので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び津市契約規

則（平成１８年津市規則第４０号）第４条の規定により、次のとおり公告しま

す。 

  令和３年１２月２３日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

別紙のとおり 



円　（税抜き）

　　事後審査型条件付一般競争入札

設計図書
の 閲 覧

設計図書
の 購 入

入札方法等

開札日時
及び場所

令和4年1月14日

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

必着

閲覧期間 まで

参加資格
に関する
事 項

公 告 日

業務概要

期 間

発注業種

業 務 名

業務場所

その他要件

部門

契約保証金

入札保証金

予定価格

最低制限価格

6,047,000

販 売 店

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

まで

閲覧場所

設計図書等
に 関 す る
質 問

提出期限 令和4年1月6日 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日 令和4年1月11日 ホームページにて回答

提 出 先 調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

無

提出期限

郵 送 先

令和4年1月14日

契約締結の日から 令和4年3月31日 まで

本公告の日から

購入期間

当該部門
における
営業収入
金額要件

市内本店

市内支店等

営業収入金額を有すること

営業収入金額が５億円以上であること

技術者要件

主任技術者

地質調査

地質調査業者登録規程（昭和52年建設省告示第718号）第２条第１項の規定による登録を受けていること

市内本店又は市内支店等

地質調査

同種業務
実績要件

建設整備課

令和３年度建整道新補第１－３号

新横山目細線地質調査業務委託

地内津市 芸濃町椋本

令和3年12月23日 業 務 担 当 課

業種

所在地要件

機械ボーリング　４０m

地質調査
登録要件

503122301

契約金額の１００分の１０以上

その他

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

※本市発注業務とは調達契約課又は上下水道管理課発注業務で、担当課執行分を除く。

前 金 払

部 分 払

有

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

本公告の日から 令和4年1月14日

免 除

午前９時００分

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

令和4年1月19日

津市役所（本庁舎）７階　入札室

有

同業種の技術者（本市発注業務における専任配置）



円　（税抜き）

最低制限価格

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

本公告の日から 令和4年1月14日

令和4年1月19日 午前９時１０分

3,030,000

※本市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

主任(監理)技術者

地 域 ・
格付要件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）

公 告 日

工事概要

工 期

令和3年12月23日

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

準用河川王子討谷川改修工事

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

技術者要件

津市 美杉町竹原

令和4年1月6日

令和4年1月11日

まで

参加資格
に関する
事 項

あり

本公告の日から まで

その他要件

現場代理人

同種工事
実績要件

常駐配置（主任技術者と兼務可）

設計図書
の 購 入

入札方法等

設計図書
の 閲 覧

Ｄ

特定・一般

部 分 払

郵 送 先

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

Ｄ・Ｃ・Ｂ・Ａ２・Ａ１

【地区】

久居

発注業種

前 金 払

必着令和4年1月14日

無

有

有

免 除

提出期限

津市役所（本庁舎）７階　入札室

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

免 除

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

令和4年1月14日

販 売 店

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

503122302

一志

令和4年3月14日

久居

土木一式

所在地要件

まで

津南工事事務所

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格付要件

美杉

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

護岸コンクリート工　３５m3

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工事場所

令和３年度南河維第４号

【地区】

【地区】



円　（税抜き）

最低制限価格

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

本公告の日から 令和4年1月14日

令和4年1月19日 午前９時２０分

3,819,000

※本市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

主任(監理)技術者

地 域 ・
格付要件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）

公 告 日

工事概要

工 期

令和3年12月23日

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

普通河川巣子谷川河道整備工事

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

技術者要件

津市 美杉町下之川

令和4年1月6日

令和4年1月11日

まで

参加資格
に関する
事 項

あり

本公告の日から まで

その他要件

現場代理人

同種工事
実績要件

常駐配置（主任技術者と兼務可）

設計図書
の 購 入

入札方法等

設計図書
の 閲 覧

Ｄ

特定・一般

部 分 払

郵 送 先

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

Ｄ・Ｃ・Ｂ・Ａ２・Ａ１

【地区】

久居

発注業種

前 金 払

必着令和4年1月14日

無

有

有

免 除

提出期限

津市役所（本庁舎）７階　入札室

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

免 除

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

令和4年1月14日

販 売 店

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

503122303

一志

令和4年3月25日

久居

土木一式

所在地要件

まで

津南工事事務所

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格付要件

美杉

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

河床等掘削　４０m3

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工事場所

令和３年度南河維第５号

【地区】

【地区】



円　（税抜き）

最低制限価格

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

本公告の日から 令和4年1月14日

令和4年1月19日 午前９時３０分

3,110,000

※本市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

主任(監理)技術者

地 域 ・
格付要件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）

公 告 日

工事概要

工 期

令和3年12月23日

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

木造町地内道路改修（舗装）工事

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

技術者要件

津市 木造町

令和4年1月6日

令和4年1月11日

まで

参加資格
に関する
事 項

あり

本公告の日から まで

その他要件

現場代理人

同種工事
実績要件

常駐配置（主任技術者と兼務可）

設計図書
の 購 入

入札方法等

設計図書
の 閲 覧

Ｃ

特定・一般

部 分 払

郵 送 先

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

Ｃ・Ｂ・Ａ

【地区】

久居

発注業種

前 金 払

必着令和4年1月14日

無

有

有

免 除

提出期限

津市役所（本庁舎）７階　入札室

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

免 除

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

令和4年1月14日

販 売 店

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

503122304

一志

令和4年3月14日

久居

舗装

所在地要件

まで

津南工事事務所

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格付要件

久居

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

表層　５４２m2

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工事場所

令和３年度南道維第１５号

【地区】

【地区】



円　（税抜き）

最低制限価格

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

本公告の日から 令和4年1月14日

令和4年1月19日 午前９時４０分

5,860,000

※本市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

主任(監理)技術者

地 域 ・
格付要件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）

公 告 日

工事概要

工 期

令和3年12月23日

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

三番町公園改修工事

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

技術者要件

津市 南丸之内

令和4年1月6日

令和4年1月11日

まで

参加資格
に関する
事 項

あり

本公告の日から まで

その他要件

現場代理人

同種工事
実績要件

常駐配置（主任技術者と兼務可）

設計図書
の 購 入

入札方法等

設計図書
の 閲 覧

特定・一般

部 分 払

郵 送 先

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

Ａ１・Ａ２

【地区】

津・香良洲

発注業種

前 金 払

必着令和4年1月14日

無

有

有

契約金額の１００分の１０以上

提出期限

津市役所（本庁舎）７階　入札室

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

免 除

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

令和4年1月14日

販 売 店

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

503122305

令和4年3月14日

造園

所在地要件

まで

津北工事事務所

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格付要件

津・香良洲

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

土系舗装工　１，５２９m2

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工事場所

令和３年度北公維第６号

【地区】

【地区】



円　（税抜き）

503122306

令和4年3月14日

塗装

所在地要件

まで

津北工事事務所

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格付要件

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

溶融式カラー舗装　８４m2

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工事場所

令和３年度北道新補第５号

【地区】

【地区】

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

令和4年1月14日

販 売 店

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

必着令和4年1月14日

無

※本市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

有

有

免 除

提出期限

津市役所（本庁舎）７階　入札室

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

免 除

設計図書
の 購 入

入札方法等

設計図書
の 閲 覧

特定・一般

部 分 払

郵 送 先

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

【地区】

発注業種

前 金 払

参加資格
に関する
事 項

Ａ１・Ａ２

本公告の日から まで

その他要件

現場代理人

同種工事
実績要件

常駐配置（主任技術者と兼務可）

公 告 日

工事概要

工 期

令和3年12月23日

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

柳山藤方線道路改良（塗装）工事

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

技術者要件

津市 藤方

令和4年1月6日

令和4年1月11日

まで

最低制限価格

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

本公告の日から 令和4年1月14日

令和4年1月19日 午前９時５０分

1,686,000

・同種工事実績要件における官公庁等とは、国の機関（独立行政法人、公団、事業団その他政令で定
める法人を含む。）、都道府県、市町村等及びコリンズ登録された公益民間企業（交通（鉄道、空
港）、資源エネルギー（電気、ガス、石油）、通信会社等）とする。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

過去１０年間（平成２３年度以降）に施工が完了した官公庁等元請実績で以下のとおり
塗装工事で発注された路面標示・ライン設置工事等(舗装工事等に含まれるものを除く）

主任(監理)技術者

地 域 ・
格付要件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）



円　（税抜き）

最低制限価格

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

設計図書等
に 関 す る
質 問

入札保証金

地内

契約保証金

その他

本公告の日から 令和4年1月14日

令和4年1月19日 午前１０時００分

4,702,000

※本市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

主任(監理)技術者

地 域 ・
格付要件

同業種の技術者（実務経験）以上の者（本市発注工事における専任配置）

公 告 日

工事概要

工 期

令和3年12月23日

　空冷ヒートポンプ式ビル用マルチエアコン（ＥＨＰ）　１組

　室内機　５台

契約締結の日から

工 事 担 当 課

提 出 先

津市中消防署空調設備改修工事

※上記に係る機械設備工事　一式

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

技術者要件

津市 寿町

令和4年1月6日

令和4年1月11日

まで

参加資格
に関する
事 項

あり

本公告の日から まで

その他要件

現場代理人

同種工事
実績要件

常駐配置（主任技術者と兼務可）

設計図書
の 購 入

入札方法等

設計図書
の 閲 覧

特定・一般

部 分 払

郵 送 先

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

Ｂ

【地区】

津・香良洲

発注業種

前 金 払

必着令和4年1月14日

無

有

有

契約金額の１００分の１０以上

提出期限

津市役所（本庁舎）７階　入札室

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市役所　調達契約課 宛

免 除

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

調達契約課工事契約担当（津市役所本庁舎７階）　ＦＡＸ 059－229－3333

令和4年1月14日

販 売 店

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

調達契約課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

503122307

令和4年6月10日

管

所在地要件

まで

営繕課

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格付要件

津・香良洲

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

空調設備改修

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工事場所

令和３年度営消総第６９号

【地区】

【地区】



津市公告第１５１号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の３８第１項の規定によ

り、認可地縁団体が所有する不動産の所有権の移転に関する申請を相当と認め、

同条第２項の規定により次のとおり公告します。 

認可地縁団体が所有する次の不動産について、その所有権の移転の登記をす

ることに異議のある登記関係者等は、次の申出の期間内にお申し出ください。 

  令和３年１２月２４日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 申請を行った認可地縁団体の名称、区域及び主たる事務所の所在地 

名 称 佐田連合自治会 

区 域 
津市白山町佐田２０番地から１２８０番地及び１３５０番

地から１８６５番地 

主たる事務

所の所在地 
三重県津市白山町佐田５５４番地３ 

２ 申請不動産に関する事項（土地） 

地 目 面 積 所 在 地 

山林 ６７，６８９㎡ 津市白山町垣内字北布引２８番５６７ 

宅地 １８１．３７㎡ 津市白山町中ノ村字宮石５３番１ 

３ 申請事項に関し異議申出ができる者 

  申請不動産の表題部所有者又は所有権の登記名義人 

  申請不動産の表題部所有者又は所有権の登記名義人の相続人 

  申請不動産の所有権を有することを疎明する者 

４ 異議申出の期間 

  令和３年１２月２４日から令和４年３月２４日まで 

５ 異議申出の方法 

地方自治法施行規則（昭和２２年内務省令第２９号）第２２条の３第３項 

に規定する申請不動産の登記移転等に係る異議申出書の様式に必要事項を記 

載し、異議申出ができる者であること並びに申出書に記載された氏名及び住 

所を証する書類を添えて津市白山総合支所地域振興課に提出してください。 

６ 申出先 



  津市白山総合支所地域振興課 

  〒５１５－２６９３ 

  三重県津市白山町川口８９２番地 

  電話番号 ０５９－２６２－７０１１ 

  ファクス ０５９－２６２－５０１０ 
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